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社会主義が思想の次元から現実に転化したのはすでに五○年以上も前のロシア十月革命以来であり、第二次大戦以
後にはソ連、中国、東欧、アジアおよびキューバの合計一四カ国が「社会主義国」として存在している。しかし、社
会主溌国家の出現、その一国から一四カ国への拡大、およびそれら諸国の一定の政治的経済的成果にもかかわらず、
資本主羨諸国、とくに発達した資本主義諸国に対する社会主義の影響力はそれほど大きくない。このことは、反共宣
伝の影響などを一応除外すれば、直接には、一九六八年八月のチェコ事件などを含む社会主義諸国の側での一連の政
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二三五
は
じ
め
に
一、社会主義における二重の過渡期
二、東欧社会主義の歴史的諸前提
むすび
は
じ
め
に
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
斎
藤
稔
治的あやまりによるところが大きい。
しかし、より基礎的には、このことは、社会主義の思想から現実への転化の仕方にかかわっている。マルクス、エ
ンゲルスの予見に反して後進盗本主義諸国のみに社会主戦国家が出現したことは、現実の社会主義国家に、発達した
盗本主義諸国との生産力水準の大きなギャップ、およびこれとある程度関迎したブルジョア民主主義の未発述という
刻印を押した。出発点としての後進鐵本主義のこうした逝産は、社会主義の理念と現実の社会主義国家の諸政策およ
びその結果とのギャップを大きくしたのである。
こうした社会主義の現実的存在形態から、「社会主義とは何か」ということが現在あらためて問われており、その
中で両極端のあやまった見解も生み出されている。その一つは、古典的規定の教条主義的解釈によって、現在の社会
主義諸国が社会主義国家であることを否定する立場であり、他の一つは、社会主義の現状そのものを絶対視して、社
会主護国の現実の諸政策から社会主義一般をみちびきだす立場である。しかし、この両説を有効に批判するために
は、現在の社会主義、すなわち社会主義の理念の現実の発現形態の、歴史的・過渡的性格が明らかにされることが必
要である。このことは決して、「社会主義とは何か」という問題を歴史性一般に解消することではなく、むしろ、現
在の社会主義の当面する問題点をどこまで歴史的要因で説明できるかを追求することである。この小論は、東欧社会
主瀧禰国を主たる対象として、そのための埜礎作業を意図した試みである。
ここでは、現在の社会主義の歴史的、過渡的性格を、それが二重の意味での過渡期にあることによって規定される
社会主義における二重の過渡期
一一一ニーハ
とみなす。ここでいう一‐二重の過渡期」とは、古典的規定による、資本主義から共産主義へのいわば「本来の過渡
期」と、現在の部分的社会主義から全世界的社会主義への「世界史的過渡期」とのからみあいをさしている。社会主
義の現実への転化が世界の一部にとどまり、資本主義と社会主義との長期にわたる共存が予想されるかぎりでは、現
在の社会主義は部分的（地域的）社会主義である。全世界的な社会主義の勝利を予定した社会主義の全体像は、部分
的社会主義の中にもその一定の表現を見出すが、部分的社会主義が社会主義の完全な全体像を代表することはできな
い。現在の社会主義諸国のわく内で社会主義の完全な達成、共産主義の建設をめざすことは、原理的にも現実的にも
達成不可能な目標をかかげることである。この意味で、「世界史的過渡期」という視角から現在の社会主義をとらえ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
まず、「本来の過渡期」からはじめよう。いうまでもなく、この「過渡期」の典拠は、『ゴータ綱領批判』における
マ
ル
ク
ス
の
指
摘
ｌ
「
擬
本
主
義
社
会
と
蓋
主
義
社
会
と
の
あ
い
だ
に
は
、
前
者
か
ら
後
者
へ
の
革
命
震
化
の
時
獅
が
あ
る
・
こ
の時期に照応してまた政治上の過渡期がある。この時期の国家は、プロレタリアートの革命的独裁以外のなにもので
（１） 
も
あ
り
え
類
い
」
ｌ
で
あ
る
・
レ
ー
ニ
ン
峰
一
九
一
九
年
一
○
月
末
に
書
い
た
．
『
プ
．
レ
タ
リ
ァ
ー
ト
蕊
の
時
期
に
お
け
る
経
済
と
政
治
』
と
い
う
論
文で、明らかにこのマルクスの指摘に立脚して、つぎのように表現した。
「資本主義と共産主義のあいだに一定の過渡期があることは、理論上疑いをいれない。この過渡期は、この二つの
社会経済制度の特徴または特性を一つに結合したものとならざるをえない。この過渡期は、死滅しつつある資本主義
と
生
ま
れ
で
よ
う
と
す
る
共
産
主
義
と
の
闘
争
、
言
い
か
え
れ
ば
、
打
ち
や
ぷ
ら
れ
た
が
絶
滅
さ
れ
て
い
な
い
資
本
主
義
と
、
生
ま
れ
は
（Ｄ】）
したがまだまったく弱い共産主義との闘争の時期とならざるをえない。」
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以上の二つの文章における「共産主義」とは、広義の共産主義の第一段階としての社会主義をさすものであって、
したがってこの過渡期は資本主義から社会主義への過渡期を意味し、過渡期は国民経済の社会主義的改造をもって終
了する、という見解がこれまでは一般的であった。たとえば、一九五四年に発行されたソ連の『経済学教科書』初版
は、前記のマルクスの文章を引用した直後に、「資本主義から社会主義への過渡期はプロレタリア権力の樹立にはじ
まり、共産主義社会の第一の局面である社会主義を建設しとげることによって終る」と、マルクスの表現に対する何
（３） 
らの注釈なしに書いている。
この、「共産主義への過渡期」と「社会主義への過渡期」との同一視は、共産主義的生産諸関係と社会主義的生産
諸関係とが基本的に同一の性格を持ち、したがって生産諸関係の根本的変革という面での社会主義革命の課題は社会
主義的生産諸関係の全面的な確立によって解決されるということ、したがってまた、共産主義の第一段階である社会
主義社会の建設によって敵対的な階級関係の経済的基礎は消滅し、この敵対的な階級関係の存在を理由としたプロレ
タリア独裁もその役割を終え、マルクスの指摘した「政治上の過渡期」も終了する、という認識にもとづいている。
このような見解に対して、最近の中国において独自の見解が対置されていることは周知の通りである。その要点
は、「共産主義への過渡期」を厳密に解釈し、社会主義の高次の局面である共産主義社会の建設にいたるまでを「本
来の過渡期」とみなして、敵対的な階級関係の存在、したがってまたプロレタリア独裁の必要性も、この過渡期全体
にわたって消滅しない、とする。この見解においては、敵対的な階級関係の経済的基礎が消滅したあとにも敵対的な
階級関係が存続する理由が、もっぱら非経済的側面で説明されている点に説得力の弱さがある。しかし、批判された
従来の通説の側にも、共産主義社会への過渡的社会としての社会主義社会の過渡的性格の軽視、後述するような、樹
八
立された社会主義的生産諸関係と現在の生産力水準との不照応による経済的諸困難の生産関係への反作用の問題、い
わ
ゆ
る
「
全
人
民
的
国
家
」
の
立
前
と
内
容
と
の
矛
盾
な
ど
、
当
然
批
判
さ
る
べ
き
弱
点
が
あ
っ
た
。
こ
こ
で
は
、
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
独
裁
の問題、政治的民主主義の問題、「全人民的国家」の問題などには立入らないが、過渡期の規定の問題に関しては、
経済の側面のみにとどまらない多くの問題点があることは事実であろう。
ここでは一応、「資本主義から共産主義への過渡期」、すなわち「本来の過渡期」を、「狭義の過渡期」と「広義の
過渡期」に区分する。「狭義の過渡期」とは、従来の通説における過渡期に相当し、プロレタリア権力の樹立から、
国民経済の社会主義的改造の過程をへて社会主義的生産諸関係が全面的に確立されるまでをさす。これによって、敵
対的な階級関係の経済的基礎は消滅する。「広義の過渡期」とは、共産主義社会の建設にいたる全過程をさしている。
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
の
全
面
的
確
立
に
よ
っ
て
社
会
主
義
社
会
が
矛
盾
な
く
共
産
主
義
社
会
に
む
か
っ
て
前
進
で
き
る
、
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
こ
と
は
、
今
日
の
ソ
連
を
み
て
も
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
生
産
諸
関
係
の
根
本
的
変
革
以
外
に
も
、
生
産
関
係
と
生
産
力
と
の
照応という課題をはじめ、多くの未解決の課題が残されており、政治的な意味では、「狭義の過渡期」の終了後にも、
社会主義社会の後退の可能性は残っているこまた、この「広義の過渡期」という概念には、はじめにあげた一‐世界史
的過渡期」という概念が重なりあっている。共産主義の全面的勝利という目標は、一個規模または数ヵ国規模では達
成
さ
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
共
産
主
義
社
会
の
建
設
に
と
っ
て
は
、
一
国
の
国
民
経
済
に
お
け
る
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
の
全
面
的
確立だけでは十分条件とはならない。
そこで、現在の社会主義にとっての具体的な問題は、まず第一に、現在の社会主義諸国において、「狭義の過渡期」
が
終
了
し
た
の
か
ど
う
か
で
あ
り
、
第
二
に
、
そ
れ
と
「
広
義
の
過
渡
期
」
の
問
題
が
ど
う
関
連
し
て
い
る
か
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
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「
狭
義
の
過
渡
期
」
終
了
の
メ
ル
ク
マ
ー
ル
と
し
て
は
、
す
で
に
の
べ
た
よ
う
に
、
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
の
全
面
的
な
確
立
の
時
点
と
す
る
。
す
な
わ
ち
、
生
産
手
段
の
所
有
形
態
に
お
い
て
社
会
主
義
的
社
会
的
所
有
が
支
配
的
な
形
態
に
な
っ
て
い
る
か
ど
う
か
、
各
種
の
生
産
諸
関
係
の
混
在
と
し
て
の
多
ウ
ク
ラ
ー
ド
制
が
消
滅
し
て
単
一
の
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
が
支
配
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
、
狭
義の過渡期終了を検証する基準とする。
ま
ず
、
こ
れ
ら
の
問
題
に
つ
い
て
の
ソ
連
の
代
表
的
な
見
解
を
あ
げ
て
み
よ
う
。
一
九
六
六
’
一
九
六
七
年
に
出
版
さ
れ
た
、
ソ
連
邦
科
学
ア
カ
デ
ミ
ー
社
会
主
義
世
界
体
制
経
済
研
究
所
の
編
集
に
よ
る
四
巻
本
の
『
社
会
主
義
世
界
経
済
体
制
』
は
、
そ
の
第
一
巻
で
、
「すぺての社会主義諸剛における社会主錠的生産諸関係の勝利、ソ連邦における社会主義建設の完成、および共雌主
義の全面的な建設への移行、一連の諸国における、資本主義から社会主義への過渡期の完全なまたは基本的な終了」
を、社会主義経済発展の主要な総括として指摘しているｃさらに「’九六○年代初頭には……大部分の人民民主主義
諸
国
で
経
済
の
多
ウ
ク
ラ
ー
ド
制
が
滴
算
さ
れ
、
蜜
本
主
義
か
ら
社
会
主
義
へ
の
過
渡
期
の
課
題
が
基
本
的
に
遂
行
さ
れ
た
か
、
ま
た
は
（４） 
遂行に近い」として、次のような表をかかげている（第一表）。
ソ連に関しては、十月革命直後の生産手段の国有化、第一次・第二次五カ年計画による社会主義的工業化および農
業
集
団
化
を
へ
て
、
第
二
次
世
界
大
戦
直
前
の
時
期
ま
で
に
、
当
初
の
五
つ
の
ウ
ク
ラ
ー
ド
（
家
父
長
制
的
・
現
物
的
農
民
経
済
、
小
商
品生産、私的資本主義、国家資本主義、社会主義）が単一の社会主義ウクラードに成長転化したことは一般に認めら
れ
て
い
る
。
中
国
に
閲
し
て
も
、
山
内
一
男
氏
は
、
「
中
国
に
お
い
て
は
ほ
ぼ
一
九
五
六
年
の
末
か
ら
一
九
五
七
年
に
か
け
て
、
国
民
経
会⑨）
済の社会主義的改造の過程が基木的に完成し：…・社会主義的生産関係が全国民経済的規模においてうちたてられた」
としており、第一表の数字はこれと整合する。
二
四
○
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ア
ジ
ア
の
他
の
社
会
主
義
国
お
よ
び
キ
ュ
ー
バ
に
つ
い
て
ａ
 
醜はここでは省略するが、問題は東欧社会主義諸国の
０
 
Ｍ
場
〈
ロ
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
過
渡
期
に
お
け
る
基
本
的
な
ウ
１
 
ｍクラードとして、社会主義、小商品生産、私的浴午本
明主義の一一一つがあげられている。第一表によれば、工
Ｔ
 
錘業と商業においては社会主義ウクラードが圧倒的な
３
 
血比重を占め、私的客手本主義部分は微弱な存在となっ
”
た
。
し
か
し
、
農
業
に
お
い
て
は
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
と
ユ
ー
ゴ
ｅ
 
Ｔ
 
江スラヴィァの両国における播種面積中の社〈雪主義部
Ｃ
 Ｈ分
の
比
重
は
一
四
％
前
後
に
と
ど
ま
り
、
農
民
の
小
商
口
叩
生
ａ
 
》産の比重が圧倒的である。これに関して、さきにあ
唖げた『社会主義世界経済体制』第一巻は、ヨーロ
Ｈ
 
卿ヅ．〈人民民主主義諸国はおおむね一ハ○年代にかけ
亜獅て社会主義の基礎を創設する段階を終了させた。
、、ただポーランドとユーゴスラヴィアでは、農業の基
Ｂ
ｃ
 
岬“本的部分がなお小商ロ叩生産的なので、この過程は終
川
、
（６） 
了
し
て
い
な
い
」
と
書
い
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
生
産
関
一一四一
年次 工業 農業(綴）
商業
卸売 ﾉj、充
国民所得
1937 
1961 
1 62 
1961 
1962 
1962 
1962 
1962 
1962 
1962 
1959 
1958 
1 59 
1962 
８２３８４５３ 
４ 
０
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二四二
係
の
側
面
か
ら
み
れ
ば
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
１
１
ゴ
ス
ラ
ヴ
ィ
ァ
両
国
と
他
の
大
部
分
の
社
会
主
義
諸
国
と
の
あ
い
だ
に
は
決
定
的
な
差
が
あり、後者においては狭義の過渡期が終了したが、前者においては終了していない、ということになる。しかし、こ
あ
り
、
後
者
に
お
い
て
は
狭
義
の
過
渡
期
が
終
一
のような断定が果して正しいであろうか。
第２表鰻業における社会士穣セクタ (％） このような疑問を提出する理由の第一は、ポーランド、
日
］
ⅡＬｕＩＦ 
ユーゴ以外の東欧諸国において農業の社会主義的改造が完
・
了
し
た
の
か
ど
う
か
が
明
碗
で
な
い
こ
と
で
あ
る
。
ソ
連
以
Ｔ
 ｍ外の社会主義諸国においては、農業における主要な
価生産手段である土地はその大部分が国有化されず、
．ｎ 
ｍ腔民の土地私有の上に避業集団化が進められた。第
邪一表における農業の社会主義セクター比率の高さ
Ｔ
 
虻
峰
土
地
の
私
的
所
有
の
上
に
成
立
し
た
農
業
生
産
協
同
組
Ｃ
 叩〈ロを社会主義セクターとみなした結果である。第二
く唾表は、農業における社会主義セクターの内訳を示し
“
て
い
る
（
年
次
は
明
記
さ
れ
て
い
な
い
が
、
六
○
年
代
初
頭
Ｈ
 
皿と思われる）。
Ｃ
９
 
ｍｍこの表によれば、ポーランドでは、艇業集団化は
Ｂ
ｐ
 
噸αほとんど進んでいないが、国営部分の比率は全社会
ＭＬ主義国を通じてむしろ中位より上にある。協同組合
社会主義
セクター
(艇地面秋中）
内訳
国営 協同組合
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レーニンは、その最後の論文の一つである「協同組合について』の中で、協同組合の意義、性格づけと土地国有化
との関連を強調した。「わが国では、この協同組合が、第一には原則的な面（生産手段の所有が国家の手にあるとい
うこと）で、第二には、農民にとってできるだけ簡単で、容易で、わかりやすい方法で新しい秩序に移行するという
面で、どんな重要な意義をもっているか．…．．」「われわれの現在の制度のもとでは、協同組合企業は、集団的企業で
あ
る
点
で
私
的
資
本
主
義
的
企
業
と
は
異
な
っ
て
い
る
が
、
も
し
そ
れ
が
、
国
家
す
な
わ
ち
労
働
者
階
級
に
属
す
る
土
地
に
、
国
家
の
生
（７） 
産手段でたてられているならば、協同組合企業は、社会主義的企業と異ならないのである。」レーニンのこの指摘に
依拠して、ソ連では農業生産協同組合であるコルホーズ（とくにそのアルテリ形態）が、国営農場であるソフホーズ
と
と
も
に
社
会
主
義
ウ
ク
ラ
ー
ド
に
含
ま
れ
る
と
理
解
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
東
欧
諸
国
（
こ
の
点
に
関
し
て
は
、
中
国
を
は
じ
め
ア
ジアの社会主義諸国にも該当するが）の農業協同組合を、土地私有の存在という重要な相違を不問に付してソ連と同
様
に
無
条
件
で
社
会
主
義
ウ
ク
ラ
ー
ド
に
含
め
る
こ
と
に
は
問
題
が
あ
る
だ
ろ
う
。
宇
高
基
輔
氏
は
、
一
九
五
六
年
に
書
か
れ
た
「
東
欧
諸
国
に
お
け
る
土
地
改
革
と
農
業
の
再
編
成
』
の
中
で
、
東
欧
諸
国
に
お
け
る
土
地私有と農業集団化との関連について、つぎのように指摘している。「土地の国有化は、集団化を容易にするもので
あるとはいえ、それとなくしては集団化が遂行されえないような必須条件ではない。そうではなくて……集団化のな
かでの、つまり生産協同組合のなかでの土地私有の制限ないし廃止をとおして、土地国有化の全面的実現の条件が逆
に準備されるのである。東欧諸国の現段階は、まさにこの段階にあるということができるであろう。したがって、現
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二四
三
部
分
に
つ
い
て
は
、
ｌ
なければならない。
レ
ー
ニ
ン
は
、
そ
（ 土地が国有化されているソ連における協同組合と、
その他の諸国の協同組合とは性格が異なるとみ
在の集団化がさらに進行し、生産協同組合のアルテリ形態への転化が完成し、このような協同組合が農村における支
配
的
存
在
と
な
る
よ
う
な
時
期
ｌ
そ
の
よ
う
な
時
期
に
健
土
地
私
有
は
完
全
に
廃
止
さ
れ
て
、
土
地
の
圃
有
化
が
宣
言
さ
れ
る
で
あ
（８） 
ろう。だが、現在はいまだ土地私有の原則の容諏届のうえでの農業生産の協同化の段階なのである。」
ソ連で革命直後に土地国有化が可能であったのは、ロシア農民のあいだに土地の私的所有に対する執着が弱かった
ためであった。これに対して東欧諸国では、民主主義的土地改革の要求と「勤労土地所有樋‐｜の理念とが密赫してお
り、人民民主主義革命における土地所有形態の問題は、「勤労農民的土地所有」として解決されざるをえなかった。
この所有形態のもとでも前記のように農業集団化は大幅な前進が可能であったが、反面で、現在にいたってもなお土
地私有の原則そのものは否定されていない。たしかに、農業生産協同組合の広汎な普及によって、すなわち農業にお
ける生産的協同化の発展によって、土地私有が事実上の制限をうけ、実質的に集団的所有に接近しつつあることが指
（９） 
燗されている。しかし、土地という生産手段の私的所有から社会的所有への転化が基本的に完成しないかぎり、厳密
な意味で、農業の社会主義的改造が完了し社会主義的生産諸関係が全面的に確立したとは言えないであろう。この点
で、ポーランド、ユーゴ以外の東欧諸国においても、狭義の過渡期がすでに終了したと断定することには問題があ
るで
０
か
ら
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
農
業
集
団
化
が
お
く
れ
て
い
る
理
由
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
こ
に
は
、
単
に
ポ
ー
ラ
ン
ド
の特殊事情があるということよりも、むしろかなりの程度に他の東欧諸国の集団化方式に対する批判が含まれている
ポーランドでは、五○年代前半に他の東欧諸国と同様に農業集団化が進められたが、一九五六年七月の農家総戸数
二
四
四
中七％の集団化率をピークとして、同年秋のポズナン事件・ゴムルカ復帰以降は農業生産協同組合の解散が相次ぎ、
前掲第二表のように、集団化率は一％にとどまっている。ポーランドにおける農業の社会主義的改造の特徴は、国営
農場が重要な地位を占めていること、流通面での協同組合化が進んでいること、生産的協同化にかんしては、農民の
自主的な共同作業形態を奨励するとともに既存の農業生産協同組合の組織的・経済的強化につとめていること、など
である。竹浪祥一郎氏によれば、ポーランド的発想では、「技術的改造をともなわない農業生産の社会主義的改造は
すべきではない。ポーランドの条件のもとでは、土地と労働と既存の生産用具の統合だけによって農業生産力を高め
（Ⅲ〉
る余地はなく、”農業における社会主義のマニュファクチュァ的時期”は不必要である。」
土地改革によって中農化が進んだポーランド農村においては、農村ブルジョアジーの階級的基盤を早急に粉砕する
政治的必要には迫られていなかった。他方で賎業の技術的改造を保障する工業生産力の発展はおくれていた。このよ
うな状態で、農業生産の一時的停滞をあえてしてまで集団化を強行することは、政治的に回避された。
も
ち
ろ
ん
、
原
理
的
に
は
、
農
業
集
団
化
の
緩
慢
な
進
行
に
よ
る
小
商
品
生
産
的
農
業
の
圧
倒
的
優
位
は
、
不
断
に
資
本
主
義
的
諸
関
係を再生産し、体制としての資本主義の復活の可能性をはらんでいる。しかしながら他方で、社会主義的生産諸関係
の優位が証明されるのは、それが人間による人間の搾取なしに資本主義以上の高度の生産力水準に到達することによ
ってである。一定の諸条件のもとでは、後進的な生産力水準のもとでも、社会主義的生産諸関係の先取りによって、
生産力の高度の発展の余地をあらかじめ準備するコースをとることができる。しかし、かくして樹立された社会主義
的生産諸関係は、早急にそれに照応した生産力水準が達成されることを必要としている。この生産力水準が達成され
ないことによる生産関係との不照応は、生産関係に反作用を及ぼし、生産関係の社会主義的性格を形骸化する可能性
東
欧
社
会
主
誕
の
歴
史
的
規
定
条
件
二
四
五
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
が
全
面
的
に
樹
立
さ
れ
た
と
い
わ
れ
て
い
る
大
部
分
の
社
会
主
義
諸
国
に
お
け
る
社
会
主
義
建
設
の
困
難
は
、
ま
さ
に
こ
の
よ
う
な
生
産
関
係
と
生
産
力
の
不
照
応
の
問
題
と
し
て
と
ら
え
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
場
合
に
は
、
こ
のような不照応をあらかじめ予想して生産力の側面に重点をおいた一つの選択とみなすことができる。したがって、
集団化率のいちじるしい差にもかかわらず、当面する課題の性格においては、ポーランドと他の東欧社会主義諸国と
の
あ
い
だ
に
は
、
そ
れ
ほ
ど
大
き
な
差
異
は
な
い
の
で
あ
る
。
ここでは詳論を避けるが、社会主義的生産諸関係の先取りとそれに照応すべき生産力のたちおくれという問題は、
社
会
主
義
諸
国
の
工
業
に
お
い
て
も
存
在
す
る
。
ソ
連
・
東
欧
諸
国
に
お
け
る
一
連
の
計
画
・
管
理
制
度
の
改
革
、
東
欧
諸
国
に
お
い
て
最近強調されている、いわゆる「工業化の第二塵鰹」への移行などは、先取りされた社会主義的生産諸関係にそれに
照
応
し
た
生
産
力
的
内
容
を
あ
た
え
る
た
め
の
試
み
と
み
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
「
本
来
の
過
渡
期
」
に
つ
い
て
の
考
察
を
こ
こ
で
し
め
く
く
る
と
す
れ
ば
、
つ
ぎ
の
よ
う
な
結
論
が
見
出
さ
れ
る
。
さ
き
に
の
べ
た
よ
うに、本来の過渡期は、「狭義の過渡期」と「広義の過渡期」とに区分される。｜‐狭義の過渡期」終了のメルクマール
は、社会主義的生産諸関係の全面的な（全国民経済的な）確立である。ソ連については、第二次大戦直前の時期にこ
こでいう「狭義の過渡期」が終了したということが一般に認められている。しかし、他の社会主義諸国、とくに東欧
諸国においては、厳密な意味では「狭義の過渡期」はまだ終了していない。ポーランド、ユーゴについては、農業の
社会主義的改造がおくれているという点からこのことは明らかだが、他の東欧諸国においても、生産手段の所有形態
という観点からすれば、「狭義の過渡期」の課題はいまだ基本的に解決されていない。さらに重要なことは、たとえ
が
あ
る
。
二
四
六
もちろん、ここでの検討は各国における過渡期の形態、内容を具体的に分析することを省略した上でのものである
から、不十分さはまぬかれない。しかし、ここでの問題は、むしろ、現代の社会主義の過渡的性格を理解する上で、
「本来の過渡期」の問題がどの程度にかかわりあっているのかについての、概括的な検討である。「本来の過渡期」そ
の
も
の
は
、
マ
ル
ク
ス
や
レ
ー
ニ
ン
が
予
見
し
た
よ
う
に
、
す
べ
て
の
資
本
主
義
諸
国
が
社
会
主
義
に
移
行
す
る
さ
い
に
普
遍
的
に
妥
当
するものであった。その意味での社会主義の過渡的性格の指摘はなんら目新しいものではなく、現在の社会主義の特
殊
性
を
あ
ら
わ
す
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
の
生
産
力
的
裏
付
け
が
乏
し
い
と
こ
ろ
で
社
会
主
義
的
生産諸関係が先取りされ、その結果として先取りされた生産関係とおくれた生産力との照応の問題がかなりの期間に
わ
た
っ
て
重
要
な
課
題
と
な
る
、
と
い
う
状
況
は
、
そ
れ
と
は
異
な
っ
て
、
ま
さ
に
現
在
の
社
会
主
義
諸
国
に
お
け
る
「
本
来
の
過
渡
期」の特殊な発現形態を示すものである。
こ
の
こ
と
は
、
最
初
に
ふ
れ
た
「
世
界
史
的
過
渡
期
」
の
問
題
と
密
接
に
か
ら
み
あ
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
現
在
の
社
会
主
義
が
部
分的社会主義であり、しかも後進資本主義諸国の生産力水準から出発したということが、本来の過渡期の特殊性を規
定しているのである。現在の社会主義のこの「部分性」と「後進性‐｜は、先進資本主義諸国を含む世界的な社会主義
の勝利によってはじめて克服される。したがって社会主義は現在の部分的社会主義のわく内では完成されえず、社会
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二
四七
前記の『社会主義世界体制』第一巻のように大部分の東欧諸国で過渡期の課題が基本的に解決されたという立場をと
るとしても、生産関係と生産力との照応、先取りされた社会主義的生産諸関係にそれに照応した生産力的内容をあた
えるという課題がいぜんとして残り、したがって一‐広義の過渡期」においてもまずこの課題の解決が第一に要請され
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
こ
で
の
坐
すなわち、いわゆる「社会主義世界経済体制」（実体的にはコメコン諸国）の経済的強化がこの意味での過渡期の主
要
な
課
題
と
さ
れ
る
。
二
国
の
で
は
な
く
世
界
体
制
の
諸
条
件
の
も
と
で
の
過
波
期
は
、
民
族
諸
国
家
に
お
け
る
社
会
主
義
的
生
産
様
、
、
、
、
、
、
、
、
式
の
創
出
に
よ
っ
て
だ
け
で
は
な
く
、
諸
国
民
経
済
の
経
済
的
結
合
の
も
っ
と
も
複
雑
な
網
に
よ
っ
て
、
す
な
わ
ち
社
会
主
義
世
界
経
済
も
、
、
（廻）
の創出によってはじめて達成される」（傍点は原文どおり）。『社会主義世界経済体制』という標題をもつ集団的著作
、
、
、
、
（前出）の一」の規定において、世界体制、世界経済とは、現在の部分的社会主義の領域のみを包含するものである（し
かも、アジアの社会主義諸国は理念上は含まれているが、実際にはあまり重視されていない）。「世界」の範囲をこの
よ
う
に
限
定
し
た
上
で
、
こ
の
見
解
は
し
ば
し
ば
、
レ
ー
ニ
ン
の
つ
ぎ
の
言
葉
に
よ
っ
て
み
ず
か
ら
を
合
理
化
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
「すべての民族のプロレタリアートが共通の計画にしたがって規制する単一の全一の世界経済への傾向・…：。このよ
うな傾向はすでに資本主義のもとでも十分にはっきりと現れていたのであるが、社会主義のもとでは、無条件にいつ
主義の部分的（地域的）勝利は社会主義の全世界的勝利への一つのステップとみなされなければならない。この意味
での「世界史的過渡期」の終了は、現在の社会主義諸国における「本来の過渡期」の終了、すなわち社会主義建設の
完
成
と
共
産
主
義
へ
の
移
行
の
た
め
の
、
必
要
条
件
で
あ
る
。
こ
の
点
に
関
連
し
て
の
ソ
連
の
公
式
見
解
は
、
社
会
主
義
の
全
仙
界
的
勝
利
よ
り
も
む
し
ろ
、
現
在
の
社
会
主
義
諸
国
の
わ
く
内
で
の
社
会
主
義
の
完
全
な
達
成
に
重
点
を
お
い
て
い
る
。
前
者
は
後
者
の
た
め
の
必
要
条
件
と
は
み
な
さ
れ
ず
、
む
し
ろ
後
者
、
す
な
わ
ち
現
在
の
社
会
主
義
諸
国
が
先
進
資
本
主
義
諸
国
以
上
の
生
産
力
水
準
を
達
成
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
前
者
、
す
な
わ
ち
社
会
主
義
の
全
世
界
的
勝
利
を
準
備
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
意
味
で
は
、
ソ
連
・
東
欧
諸
国
の
コ
メ
コ
ン
的
経
済
統
合
が
最
大
の
関
心
事
と
し
て
あ
ら
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
わ
け
で
あ
る
。
二
四
八
（週）
そう発展し、十分に完成するにちがいない。」
「単一の全一の世界経済」と部分的社会主義のいわゆる「世界経済」とを同一視することは論理的に無理があり、
しかもレーニンが現在のような部分的社会主義の姿を予想していなかったことは明らかであるにもかかわらず、この
レーニンの言葉はしばしば、コメコン諸国の経済統合を自己完結的に押し進めるために利用されている。これの延長
上にあるのが、現在の社会主義諸国のわく内で共産主義社会を建設できるという主張である。周知のように、一九六
一年一○月のソ連共産党第一一二回大会で採択された新綱領は、「……単一の社会主義世界体制の内部での社会主義諸
国の発展、この体制の合法則性と優越性を利用することは、これらの国に社会主義建設の期間をちぢめる可能性を保
〈皿）
陣し、おなじ歴史的時代のわく内で共産主義へほぼ同時的に移行する見通し←どひらいている」とのべている。
この主張は、基本的に一国共産主義の主張である。社会主義国家がソ連一国から数カ国に拡大したとはいえ、なお
部
分
的
な
存
在
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
段
階
で
、
社
会
主
義
の
外
延
的
拡
大
な
し
に
共
産
主
義
社
会
の
建
設
が
可
能
で
あ
る
と
す
る
こ
と
は、単一の全一の世界経済としての共産主義という理解と両立しない。ソ連共産党綱領のこの規定は、第一に共産主
義
を
綾
小
化
し
て
理
解
し
て
い
る
点
で
、
第
二
に
、
世
界
経
済
と
の
有
機
的
な
関
連
を
無
視
し
て
部
分
的
に
共
産
主
義
が
成
立
可
能
だ
と
し
て
い
る
点
で
、
二
重
に
あ
や
ま
り
を
お
か
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
あ
や
ま
り
の
根
底
に
は
、
一
国
社
会
主
義
に
つ
い
て
の
ソ
迎
邦
の
経
験
の
絶
対
視
が
ひ
そ
ん
で
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
ソ
連
で
歴
史
的
に
必
要
で
あ
り
ま
た
可
能
で
あ
っ
た
一
国
社
会
主
義
を、社会主義の一国から数カ国への拡大（したがってまた歴史的地理的条件のそれぞれ異なった諸国への拡大）にさ
いして普遍的な法則性として適用したことは、社会主義の地域的拡大を社会主義建設理論の深化の機会としてとらえ
ることを阻害した。この結果は、世界経済から孤立した一国社会主義の建設から、さらに、いわゆる社会主義世界経
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
鎮
定
条
件
二
四
九
現
在
の
社
会
主
義
諸
国
は
、
い
ず
れ
も
後
進
賓
本
主
義
国
と
し
て
の
水
準
か
ら
出
発
し
、
社
会
主
義
的
生
産
諸
関
係
の
原
理
的
優
位
性をもってしても、先進資本主義諸国の到達した水準にいまだに到達しえていない。したがって、本来の社会主義の
理念からすれば、現在の社会主義諸国はいずれも後進的社会主義国である。後進的社会主義国における社会主義建設
の
過
程
も
ま
た
、
社
会
主
義
の
全
体
像
を
明
ら
か
に
す
る
上
で
の
重
要
な
榊
成
部
分
と
な
り
う
る
が
、
後
進
的
社
会
主
義
諸
国
に
よ
る
部
分的社会主義の経験をもって社会主義の全体像を代表させることはできない。比輪的にいうならば、現在の社会主義
は、総論がなく各論の一部のみが存在しているような状態であり、しかも総論をまとめるにあたって必要不可欠な各
論（先進賓本主義国における社会主義への転化）が欠落しているのである。
社会主義の全世界的勝利のためには先進資本主義諸国における社会主義革命が必要なことはいうまでもないが、先
進資本主義諸国における革命は、後進社会主義諸国の先進社会主義国への転化にとっても必要不可欠である。それに
済体制における二国」共産主義の建設へというコースに理論的に帰清したのである。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
二
国
」
共
産
主
義
の
コ
ー
ス
、
具
体
的
に
は
、
コ
メ
コ
ン
諸
国
の
超
国
家
的
経
済
統
合
を
通
じ
て
単
一
の
共
産主義経済をめざすという方向は、現実には、現在の部分的社会主義の内包する諸矛盾をいっそう拡大する結果とな
っている。現在の両体制間の共存は、資本主義の生産力的優位のもとでの共存であり、社会主義諸国にとっていまな
お、資本主義における技術進歩、高度の生産力水準を社会主義建設に利用するための世界市場の必要度は大きい。し
た
が
っ
て
、
世
界
経
済
、
世
界
市
場
と
の
有
機
的
な
関
連
を
無
視
し
た
．
国
」
共
産
主
義
の
コ
ー
ス
に
よ
っ
て
は
、
現
在
の
社
会
主
義
の
部
分
性
、
地
域
性
を
克
服
で
き
な
い
ば
か
り
か
、
歴
史
的
に
形
成
さ
れ
た
生
産
力
的
後
進
性
を
も
克
服
で
き
な
い
と
み
ら
れ
る
の
で
あ
る。
二
五
○
よってはじめて、真に合理的な社会主義的国際分業が可能となり、後進社会主義諸国は、部分的社会主義の不完全な
分業体制からも、また資本主義の包囲からも解放されることになるからである。したがって、後進社会主義諸国の課
題は、先進国革命の成功のためにできるかぎりの援助をするとともに、みずからの力で可能なかぎりの後進性からの
脱却の努力を払うことによって、社会主義の全世界的勝利に寄与することであり、三国」共産主義建設によって先
進国革命を代位する努力を払うことではない。この意味において、現在の社会主義は「世界史的な過渡期」に、すな
わち社会主義の全世界的勝利を準備することをつねに課題として意識せざるをえない時期にあるといわざるをえない
以上のような前提、すなわち、現在の社会主義が「本来の過渡期」と「世界史的な過渡期」との二重の過渡期によ
ってその歴史的・過渡的性格を規定されているという前提に立つ以上、現実に存在する社会主義経済を分析するにさ
いしては、一般的基準としての社会主義の基本的擬雛に照らした検討とともに、社会主義への出発点にあたって各国
がその資本主義経済からいかなる生産力水準をうけつぎ、どのような歴史的課題が社会主義経済建設にさいしてあた
え
ら
れ
て
い
た
か
を
具
体
的
に
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
反
面
で
は
、
後
進
国
的
な
経
済
水
準
に
も
か
か
わ
ら
ず
な
ぜ
こ
れ
ら
の
諸
国
で
社
会
主
義
へ
の
移
行
が
先
進
資
本
主
義
に
先
ん
じ
て
着
手
さ
れ
え
た
か
を
解
明
す
る
こ
と
で
あ
る。第二部では、東欧社会主義諸国の場合について具体的な検討を行なうことにする。
のである。
（１）マルクス「ゴー
（２）レーニン「プー
版）九四ページ。
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
「ゴータ綱領批判」、『マルクスⅡエンゲルス全集』第一九巻、邦訳（大月番店版）一一八－二九ページ。
「プロレタリアートの独裁の時期における経済と政治」、『レーニン全集』（第四版）、第三○巻、邦訳
二
五
一
（大月番店
（５）岡・山内・竹浪『社会主義経済論』、筑摩諜房（経済学全集）、一九六八年、一二七ページ。
（６）三骨。□畠○目愚菖自彊の９（目ｏ胃『の冒〆Ｃ四菖日圏・閂・陽。『ロ．、９．
（７）レーニン「協同組合について」、『レーニン全集』（第四版）、第三一一一巻、邦訳（大月脊店版）四八八ページ、四九一一一ページ。
（８）宇商基輔「東欧諸国における土地改莱と農業の再編成」、『社会科学研究』、第七巻第二・一一一・四合併号、’一一二ページ。
（９）□．、『四℃○四］○つ○口の戻岱勇二一○ヨ』『。、里Ｅの、『口酋の冨自閨の電畠、天。『○宍○○回ので四目旨『｛。『Ｃロ筥皇回国、『己、津色洪ｎｏ兵巽四自国富里．ご
ロ○弓ＣｎＥＵ宍。至昌昌冨】⑭．］急Ｐ３己・ぢい‐ｇ』参照。
（、）岡・山内・竹浪『社会主義経済論』、一一四一一－二四三ページ・
（、）たとえば、ポーランドの三胃の戸冨］印冒云・倉シ宙一屋の頁』員［○『○一．鷺『○富国シ」戸］一句陀日二目ご・でＣ－－ｍ－］祠のＨｍｐの、二ぐの》
ご＄．ｚＰ隼など。「第一一段階への移行」とは、労働力と原料の投入の餓的増大による、いわゆる「外延的工業化」から、
労働生産性の向上、生産物の質的改諜に重点をおいた、いわゆる「内包的工業化」への移行をさす。
（⑫）三】ｓ呂畠Ｏｇ冨冨、『量の只目、胃『Ｃ患〆８葛、目Ｐ臼・』》。『ロ・恩・
（週）レーニン「民族問題と械民地問題についてのテーゼ原案」、『レーニン全集』（第四版）、第三一巻、邦訳（大月番店版）’
三八ページ。
グー、〆■、
４３ 
、ヰプ、￣
（ｕ）〆×臣のびの目【。ＣＯ・『・皀・三○，百画》『○日○當昌目胃・巳９．９つ・侭『・
（咽）岡稔氏は、『社会主義経済鰭』一七’一八ページで、「社会主義経済の基本的標繊」として四点をあげている。すなわち、
生産手段の共同所有、消費財の「労働に応じた」分配、生産の中央計画による規制、および生産が社会の欲求充足のために
おこなわれること、である。しかしこれは、いわば現時点での最大公約数ともいうぺきもので、その内容については多くの
論争点が含まれており、「基本的標識」としてはさらに厳密な検討が必要とされよう。
←②③。
二五二
口。菖胃寓冷の宍鼠①宍。函○冨冒・望逼８一三宍．三○員閨．『○日目胃園瞠昌一屋巨雪の『ロ・望『・
三眉○口目ＤＣ目自胃『量⑦目冨。旨『の冒〆８菖国田・『・］》二○，百Ｐ宝凹目『ｇす。『国。《三に９ケ》・屋冨『９℃・５３℃．
現代社会主義を問題にするさいに、なぜ東欧諸国を主要な対象とするのか。それは、現代社会主義における「後進
性」と「部分性」とが、東欧諸国においては社会主義建設の制約条件としてとくにはっきりとあらわれているからで
ある。ソ連・中国の場合には、帝国主義の包囲によって孤立をせまられるという状況に対して、一国社会主義建設に
よって対応することが可能であった。しかしこれは、ソ連・中国という巨大な国土と資源を有する国においてのみ可
能であったのであり、その意味ではむしろ、社会主義建設の一般法則からの例外とみることができるのである。これ
に対して、東欧諸国では、当初から一国のみの革命、一国のみの社会主義建設は成立不可能であり、必然的にインタ
ナショナルな視角をもたざるをえなかった。コメコン型の経済統合も、倭小された形ではあれ、このインタナショナ
ルな視角の産物である。この意味で東欧における社会主義の歴史は、ソ連・中国の場合よりもよりインタナショナル
な、より一般的な性格を持ちうるものである。
いうまでもなく、東欧諸国はそれぞれに特殊な歴史的経済的諸条件を持ち、その経済的発展水準も一様ではない。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
「
東
欧
諸
国
」
と
し
て
概
括
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
の
は
、
単
に
そ
れ
ら
の
国
が
現
在
社
会
主
義
国
と
し
て
存
在
しているという事後的な理由からだけではない。これらの諸国が第二次大戦後に社会主義の道に入り、しかもそのき
っかけがナチス・ドイツの支配からのソ連軍による解放であったことには、東欧諸国自体にその内的必然性が共通し
っ
か
け
が
ナ
チ
ス
・
ド
〃
て存在したのである。
第二次大戦以前の資本主義的発展において、東欧諸国が全体としての後進性から脱却できず、西欧に対して従属的
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二五
三
二
束
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
諸
前
提
な
地
位
に
お
か
れ
て
い
た
の
は
、
東
欧
諸
地
域
が
そ
の
資
本
主
義
的
工
業
化
の
初
期
に
お
い
て
す
で
に
世
界
的
な
体
制
と
し
て
の
帝
国
主
義
の
一
環
と
し
て
組
織
さ
れ
て
い
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
東
欧
諸
地
域
の
帝
国
主
義
的
な
再
組
織
、
再
編
成
は
、
こ
れ
ら
諸
地
域
に
お
い
て、帝国主義に有利な少数の産業を急激に発展させ、そこに早熟な独占を形成させながらも、他方では、その他の産
業、とくに農業における後進性を温存してこれを帝国主義的支配に利用するという結果をもたらした。かくして、東
欧における資本主義的発展は、一面では社会主義の直接的な前提となりうるほどの少数の高度に組織された産業部門
を
出
現
さ
せ
な
が
ら
も
、
他
方
で
は
他
の
大
部
分
の
産
業
の
発
達
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
平
均
水
準
か
ら
い
ち
じ
る
し
く
た
ち
お
く
れ
た
ま
ま
であるという、駛行的、奇形的な発展となり、全体としての後進性を特徴づけたのである。
東
欧
諸
国
の
第
二
次
大
戦
以
前
に
お
け
る
経
済
水
準
は
、
つ
ぎ
の
三
表
に
よ
っ
て
示
さ
れ
る
。
第
三
表
で
は
ポ
ー
ラ
ン
ド
が
含
ま
れ
て
い
な
い
が
、
一
八
六
○
年
の
旧
ポ
ー
ラ
ン
ド
王
国
（
三
分
割
さ
れ
た
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
主
要
部
（咽）
分）での調査では農業人口六五％、工業・手工業合計で一七・七％となっており、三地域再統合後の一九二七年の調
（灯）
査では農業人口六四％、工業・手工業一六・五％で第四表の数字とほとんど同じである。第三表と第四表とのあいだ
で
の
ハ
ン
ガ
リ
ー
（
工
業
人
ロ
増
大
）
と
ル
ー
マ
ニ
ア
（
農
業
人
口
増
大
）
の
変
化
は
そ
れ
ぞ
れ
領
土
の
変
化
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
（農業地帯のトランシルヴァニア地方がハンガリ１領からルーマニア領となった）ので、基本的には東欧において二
○世紀初頭から一九三○年までのあいだに人口の産業別構成に大きな変化は生じなかったことになる。
第
三
表
と
第
四
表
に
お
い
て
、
東
欧
諸
国
を
三
つ
の
グ
ル
ー
プ
に
分
類
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
第
一
の
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
の
は、農業人口が三○％前後、工業人口がほぼそれを上回るという先進資本主義国型の人口櫛造を示しているチェコス
ロヴァキアであり、しかもただ一国である（第二次大戦後との関連でいえば、ドイツ民主共和国を構成するドイツの
二
五
四
第３表エ業・農業人口比率（２０世紀初頭）
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８８９８４４５ 
％ 
３２３４５４６６８８６０８５１０８６０ ３１１１１１１１１１１１１１２１ １ 
第５表１９３８年の生産水準
日
一
。⑪〃』ぐみデ r1 
L｣ 
○
○
○
○
○
 
１. 
Ｌ 
｢ 
し
出ｌｕｌｉ
｢1 
ＥＣＥ，ＥｃｏｎｏｍｉｃＳｕｒｖｅｙｏｆＥｕｒｏｐｅ ｉｎ1948,ｐｐ、２２，２３５より力Il工
東
半
部
も
こ
れ
に
属
す
る
）
。
第
二
の
グ
ル
ー
プ
は
、
避
業
人
口
が
な
お
半
分
以
上
を
占
め
な
が
ら
も
工
業
人
口
比
率
が
二
○
％
前
後
に
達
し
、
当
時
の
イ
タ
リ
ア
、
そ
へ
イ
ン
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
な
み
の
水
準
に
あ
っ
た
、
い
わ
ば
工
業
国
への過程にある中進国のハンガリー、ポ
ー
ラ
ン
ド
で
あ
る
。
第
三
の
グ
ル
ー
プ
は
、
農
業
人
口
が
四
分
の
三
以
上
を
占
め
、
工
業
人
口
が一割前後にすぎない農業国で、ルーマ
ニ
ア
、
ブ
ル
ガ
リ
ア
、
ユ
ー
ゴ
、
ア
ル
バ
ニ
ア
などのバルカン諸国がこれに含まれる。
第二グループの諸国では重工業もかなり
の
程
度
発
達
し
て
い
た
が
、
第
三
グ
ル
ー
プ
で
は軽工業がほとんどであり、二○世紀初
頭における産業構造は西欧諸国の一九世
紀
前
半
の
状
況
に
類
似
し
て
い
た
と
い
わ
れ
（肥）
る
。
帝
政
ロ
シ
ア
は
こ
の
第
二
グ
ル
ー
プ
と
第
二五六
三１－回
の比率シバ全体へ％ 
(Ａ） 
人１ｺ比率 工鍵塵比率
（Ｂ)＿ 
（Ａ） 
人口－人あた
、工業生産高
(1938年ドル）
イギリス
ドイッ
スエ-デン
ペルギ_
デンマ_ク
オ
フ
フ
フ
ンダ
ンス
ノルウニ_ ７８５１９１２７ ●ＣＯ●●●●● １６１２０２００ １１ １ ７１７９１４２８ ●□●ＣＤ●■■ ３２２２１２１０ ２３ １ ０９８４２１１１ ●●ｃ●□●●● ４１１１１１１１ 140 132 122 9６ ８０ ７７ ７６ ７５ 
ヨーロッパ全体 100 100 1.0 6９ 
オーストリア
○チニースロヴァキア
イタリア
ハンガリー
ポ-ランＦ
ギリシャ
ル_マニア
○プルガリア 句ｒ”ｒ句ⅢＤ臼Ｐｂ（ぜ（５．０●■●●●●●、１３０２８１４１ １ ４１４９５４８２ ０ＣＤ●、●●■１３６０２０００ ４１２７３ ９８６４３２１１ ●●●●凸ｃｃ０００００００００ ９７１６１６２９ ５５４２２１１ 
三グループの中間に位置したとみてよいだろう。
この三グループ間の歴然たる格差が存在し、しかもなお全体としてヨーロヅ．ハ平均の生産力水準を下回っていたこ
とが東欧諸国においては特徴的であった。第五表にみるように、一九三八年のヨーロッパ平均の一人あたりエ業生産
高が同年のドル価格で六九ドルであり、イギリスはその二倍に達していたが、東欧諸国はチェコスロヴァキアを含め
て例外なしにヨーロッパ平均を下回っている。ヨーロッパ平均を一○○とすれば、チェコスロヴァキア八四、ハンガ
リー四一、ポーランド三○、ルーマニア一七、ブルガリア一三にすぎない。
このような東欧諸国の経済的後進性は、帝国主義の政治的経済的支配という状況のもとでは、資本主義的な方法に
よっては克服できなかった。したがって東欧諸国においては、後進性脱却の道の模索は必然的に帝国主義批判につな
が
ら
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
。
し
か
し
ま
た
、
東
欧
自
体
の
力
で
は
帝
国
主
義
の
支
配
か
ら
の
が
れ
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
っ
た
。
第
一
次
大戦直後における東欧諸国の革命運動の挫折・帝国主義的再編成の過程はそのことを立証した。東欧諸国にとっては
帝
国
主
義
体
制
が
外
部の力によってくずれることが必要であり、それを遂行したのが第二次大戦におけるソ連の勝利、
ソ
連
軍
に
よ
る
東
欧
諸
国
の
解
放
で
あ
っ
た
。
イ
ギ
リ
ス
の
東
欧
研
究
者
ド
ー
リ
ン
・
ウ
ォ
リ
ナ
ー
は
、
こ
の
こ
と
を
つ
ぎ
の
よ
う
に
表
「
…
…
東
欧
が
も
っとも必要としていたのは産業革命であり、しかも、ソ連の勝利によるヨーロッパのバランス・オ
ブ・パワーの変化なしには、産業革命は決してやってこなかっただろう。西欧は、東欧に関心を持った場合にはつれ
（、）
に、東欧を安い食糧と安い労働とを提供する後進地域にとどめておくことにしか関心キー示さなかった。」
ソ
連
軍
に
よ
る
東
欧
諸
国
の
解
放
が
そ
の
後
に
多
く
の
問
題
を
生
み
出
し
た
と
は
い
え
、
や
は
り
ソ
連
軍
に
よ
る
解
放
は
東
欧
諸
国
に
東
欧
社
会
主
漉
の
歴
史
的
規
定
条
件
二
五
七
現している。
１
帝
国
主
義
確
立
期
の
東
欧
資
本
主
義
東
欧
資
本
主
護
の
後
進
性
を
特
徴
づ
け
た
重
要
な
要
因
と
し
て
、
ま
ず
第
一
に
国
家
的
独
立
の
達
成
が
お
く
れ
た
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る。西欧各国においてブルジョア革命が群発した一八四八年当時、ここで問題とする東欧地域においては、独立国家
は
一
国
も
存
在
し
な
か
っ
た
。
こ
の
当
時
、
ク
ラ
ク
フ
、
ブ
ダ
ペ
ス
ト
、
プ
ラ
ハ
で
相
前
後
し
て
お
こ
っ
た
独
立
の
た
め
の
蜂
起
は
い
ず
れ
も
圧
殺
さ
れ
た
。
よ
う
や
く
一
八
六
七
年
の
オ
ー
ス
ト
リ
ア
・
ハ
ン
ガ
リ
ー
二
重
王
国
の
形
成
に
よ
っ
て
ハ
ン
ガ
リ
ー
が
事
実
上
の
独
立
を
極
得
し
、
そ
の
後
一
八
八
一
年
に
ル
ー
マ
ニ
ア
王
国
が
成
立
し
、
一
九
○
八
年
に
は
ブ
ル
ガ
リ
ア
王
国
が
成
立
し
た
。
第
一
次
大
戦
直
前
の
一
九
一
三
年
に
は
ア
ル
バ
ニ
ア
王
国
が
成
立
し
た
が
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
、
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ヴ
ィ
ァ
が
国
家
的
独立を達成したのはいずれも第一次大戦後の一九一八年である。したがって、二○世紀初頭における世界体制として
の帝国主義の成立は、東欧にとってはその大部分の地域の帝国主義による政治的支配を前提としたものであった。
国
家
的
独
立
を
達
成
し
た
諸
国
も
、
帝
国
主
義
の
金
融
的
支
配
下
に
あ
っ
た
。
そ
の
も
っ
と
も
特
徴
的
な
実
例
は
ル
ー
マ
ニ
ア
で
あ
り、ここでは二○世紀初頭において工業総資本の八割が外国資本によって占められ、利潤送金と外蹟の利子支払を合
（釦）
計すればほぼ国家予算の一一一分の二に等しい金額が年々国外に流出していた。ルーマニアの鉱工業における最大の産業
でありその生産物の六○％を輸出していた石油産業における外国資本の支配は、レーーラによって「資本家団体のあ
（皿）
いだでの世界の分割」の好例としてとりあげられているが、それについてはいくつかの異なった数字があるので、つ
とって必要な条件であった。その必要性を内的に規定した諸要因を、二○世紀初頭にさかのぼって歴史的に検討する
こ
と
に
し
よ
う
。
二
五
八
第六表はレーニンがジョルジュ・ディウリッチの一九○九年の著書『ドイツの銀行の国外膨脹とドイツの経済的発
展』から抜き書きして（「わるくない例だ」という注記がある）自著の『帝国主義』に利用した数字である。これに
対して第七表は、ブカレストのオーストリア領事館が一九○五年に調査した数字を引用したもので、これに近い数字
としては、一九○七年にブカレストで開かれた国際石油会議で発表された、ル１マニア石油産業の総投下資本一億六
〈型）
六○○万フラン中でルーマニア資本は一、六○○万フランにすぎないという報告がある。この場合には外資の比率は
ぎにそれを表示しよう。
第６表ルーマニア石油産業における
外国斑本（１）束欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
100万フラン’％
ドイツ資本
フランス資本
オランダ資本
ルーマニア資本
イタリア資本
アメリカ資本
ベルギー資本
イギリス資本
その他諸国資本
５
 
５
 
■ 
■ 
４
１
２
６
５
２
５
３
６
 
７
３
２
１
１
１
 
40.0 
16.7 
11.9 
７
１
８
７
６
５
 
●
●
●
●
■
●
 
８
８
６
２
１
３
 
計’１８５合 100 
レーニン『帝国主義論ノート』，邦訳全集第
３９巻，１０８ページより．
第７表ルーマニア石油産業における
外国資本（２）
1,000フランＩ9６
ドイツ資本
オランダ資本
ベルギー資本
フランス資本
イギリス資本
アメリカ資本
124,770 
２６，４８０ 
５，１５０ 
４，５２５ 
４，５００ 
２，５００ 
7２．３ 
１５．３ 
３０ 
２．６ 
２．６ 
１．５ 
二
五
九
Ｂ・Ｈ.Ｂ】IHorpa1oB：Ｉ(pecTbHHcKoeBoccTn‐
HIIel907roⅡaBPyMLIHHH・MocKBal9581
cTp64． 
ハンガリーに関して注目されるのは、この時期のハンガリーがすでに帝国主義国家であったという主張が存在する
こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
一
九
五
八
年
に
ハ
ン
ガ
リ
ー
社
会
主
義
労
働
者
党
が
発
表
し
た
「
ハ
ン
ガ
リ
ー
共
産
党
創
立
四
○
周
年
テ
ー
ゼ
」
は
、
「
オ
ー
ス
ト
リ
ア
・
ハ
ン
ガ
リ
ー
王
国
の
一
部
で
あ
っ
た
地
主
・
蜜
本
家
的
ハ
ン
ガ
リ
ー
は
、
工
業
的
に
よ
り
発
達
し
た
オ
ー
（別）
ストリァとオーストリア娠箪本の支配のもとに、独占資本主義の時代に、帝国主義の時代に入った」としており、ソ連
の
ハ
ン
ガ
リ
ー
研
究
者
レ
ー
ボ
フ
も
、
「
二
○
世
紀
初
頭
に
…
…
ハ
ン
ガ
リ
ー
で
は
、
他
の
大
部
分
の
諸
国
と
同
様
に
、
銀
行
資
本
と
産
業資本が発展し、両者の癒着が生じ、これを基礎として金融》箪本の支配が確立された。ハプスブルクニ重王国の構成
（路）
部分であるハンガリーは、帝国主義国家に転化した」と書いている。
たｚ
Ｏ－グ
九○・一一一％となる。このように資料によってかなりの相違はあるが、二○世紀初頭のルーマニア石油産業において外
資の比率が九割以上を占め、しかもその外資の中ではドイツ資本が圧倒的な優位を誇っていたことは確認できよう。
中進国的水準にあったハンガリーでは、ルーマニアとはかなり様相が異なっていた。ここでは一八六七年のシ息‐
ぬ巨呂以後の資本主義的発展が二○世紀初頭に加速され、ハンガリー金融資本の強化が外資の比率を低下させた。
工業における外資系会社資本の比率は一九○○年の六○％から一九一三年には三六％に低下し、製造業総資本の中で
の
ハ
ン
ガ
リ
ー
資
本
の
比
率
は
一
九
○
○
年
の
一
七
％
か
ら
一
九
一
三
年
の
四
七
％
に
高
ま
っ
た
。
し
か
し
、
個
々
の
重
要
産
業
に
お
い
ては、外資系企業の比率が機械製作業で五一％、化学産業で六七％に達していた。外国資本の筆頭は鉄鋼、石炭に進
出
し
た
オ
ー
ス
ト
リ
ア
資
本
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
に
つ
い
で
ド
イ
ツ
の
Ａ
Ｅ
Ｇ
と
ア
メ
リ
カ
の
ウ
ェ
ス
タ
ン
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
と
が
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
電
機
工
業
を
二
分
し
た
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
資
本
は
ま
た
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
五
大
銀
行
の
中
の
三
つ
を
金
融
的
に
支
配
し
て
い
六
○ 
この主張の根拠とされているのは、レーニンのあげた帝国主義の五つの基本的標識のうら最初の三つ、すなわち、
独占段階に達したほどの生産と資本の集税、金融寡頭制、盗本輸出が存在したことである。ハンガリーでは、一九一○
年に労働者一○○人以上の工場（工場数の四分の一）が総労働者数の七三・四％を雇用し、労働者五○○人以上の一
七四工場（工場数の四・五％）が総労働者数の三七・八％を、労働者一、○○○人以上の五○工場（工場数の一・三
％）が総労働者数の二○％を雇用していた。機械製作業において、労働者五○○人以上の工場への労働力の集中度は
（配）
ハ
ン
ガ
リ
ー
が
六
二
％
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
は
四
五
％
、
ド
イ
ツ
は
四
○
％
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
産
業
別
の
生
産
集
中度については、石炭産業のトップ五社の生産シェアは一八九九年に六三・三％、一九一一一一年に七○・七％に達し、
（幻）
鉄鋼業では主要三社の生産シェアが一八九八年に六三・九％、一九一一一一年に九五％に達した。電機産業では一○社が
（鋼）
君
臨
し
、
そ
の
一
○
社
の
総
資
本
の
過
半
を
「
ハ
ン
ガ
リ
ー
電
機
」
と
「
ガ
ン
ッ
」
の
二
社
が
占
め
て
い
た
。
ハンガリーでは、一九○○年に四大銀行が銀行資本の四七％を支配していたが、一九一三年には新規に参入した一
行を加えて五大銀行が他の一一一一三行を系列下において銀行盗本の五七・四％を支配し、さらにこの五大銀行は製造業
二一一五社を支配下においていた。この一一二五社の資本金総額はハンガリーの工業株式資本総額の四七％に達するもの
（酉）
であった。さらに、これらの大銀行は、アメリカ、ロシア、バルカン諸国（ルーマニア、ブルガリア、ポスニアな
（釦）
ど）に資本の輸出を行なっていた。
しかしながら、これらの指標からただちに二○世紀初頭に”ハンガリー帝国主義“が存在したと断定することはで
きない。ハンガリーの資本輸出は一九○五年に九二一○○万クローネであったが、他方でハンガリーへの外資の流入
（鋤）
は同年に六二億クローネに達していた。資本輸出が存在したという指摘のみでは、資本輸出が当時すでに商品輸出に
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
一一一ハ’
匹敵するほどの重要性を持っていたという証明にはならない。また、生産と資本の集秋・集中も、ハンガリー経済が
本来の意味での独占段階に到達したという指標とはみなされない。前記のように重工業部門では外資の比重が大きい
上に工作機械は輸入に依存しており、ハンガリーの繊維産業はオーストリア、チェコとの競争で敗退していた。当時
す
で
に
世
界
的
水
準
に
到
達
し
て
い
た
の
は
食
品
工
業
、
と
く
に
製
粉
業
の
み
で
あ
り
、
全
体
と
し
て
ハ
ン
ガ
リ
ー
は
な
お
オ
ー
ス
ト
リ
ア、ドイツへの農産物供給国の立場にとどまっていた。まさにこのような、外資依存、生産力の破行的発展、農産物
供
給
国
と
い
う
諸
条
件
の
も
と
で
急
激
な
集
中
・
集
積
が
進
行
し
た
の
で
あ
り
、
そ
れ
は
一
部
分
は
外
資
の
要
請
に
よ
っ
て
、
一
部
分
は
上
か
ら
の
工
業
化
の
強
行
に
よ
っ
て
促
進
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
こ
の
過
程
は
、
む
し
ろ
、
後
進
資
本
主
義
国
が
帝
国
主
義
体
制
に
組
み
こ
ま
れ
た
こ
と
に
対
す
る
内
部
的
対
応
と
し
て
の
早
熟
な
独
占
の
出
現
と
理
解
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
（鑓）
こ
の
”
ハ
ン
ガ
リ
ー
帝
国
主
義
“
論
と
ほ
ぼ
同
様
な
”
ル
ー
マ
ニ
ア
帝
国
主
義
”
論
も
主
張
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
も
、
二
○
世
紀
初
頭
に
お
け
る
ル
ー
マ
ニ
ア
の
鉱
工
業
の
急
激
な
集
秋
・
集
中
の
進
行
を
主
要
な
論
拠
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
場
合
に
も
「
早
熟
な
独
占
」
と
し
て
理
解
す
る
べ
き
で
あ
ろ
う
が
、
こ
の
よ
う
な
主
張
の
背
景
に
は
、
自
国
の
経
済
発
展
に
対
す
る
過
大
評
価
、
お
よ
び
世
界
史
的な帝国主義段階と一国の発展段階との混同があると考えられる。
いずれにせよ、東欧諸国は帝国主義的進出の対象であってその秋極的な主体ではなかった。二○世紀初頭において
は、ドイツ資本が石油、電機などの部門においてルーマニアをはじめバルカン諸国に進出し、オーストリア資本はハ
ン
ガ
リ
ー
お
よ
び
バ
ル
カ
ン
諸
国
の
鉱
山
お
よ
び
鉄
道
部
門
に
進
出
し
て
い
た
。
後
述
の
よ
う
に
第
一
次
大
戦
後
に
は
ア
メ
リ
カ
資
本
が
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
お
よ
び
ポ
ー
ラ
ン
ド
へ
主
と
し
て
政
府
借
款
の
形
で
進
出
し
た
が
、
第
二
次
大
戦
直
前
に
は
ド
イ
ツ
資
本
が
暴
力
的に東欧全域を支配下におさめるにいたるのである。
一一一ハーー
東欧査本主義の後進性はその農業榊造に端的にあらわれていた。一部の例外をのぞいて土地所有は極端な両極分解
を示し、農村では貧農、零細農民の大群と一％以下の巨大地主とが対立していた。土地所有規模による階層分類は、
東欧においてはおおむね五ヘクタール以下が貧農、五’一○ヘクタールが中農、一○’五○ヘクタールが富農、五○
ヘクタール以上が地主とされるので、以下これにしたがって各国別の構造を表示する。
第８表ハンガリーの土地所有規模（1895年統叶）
|農業経営｜土地面jiiil比率|比率
來
欧
社
会
主
雅
の
雌
史
的
規
定
条
件
【】
lＯ１ｑ 
ｈｏｌ 
Ｏｈｃ 
１００Ｃ 
１ｏｌｄ １－Ｊ ｒし
全 体 100１１００ 
(注）クロアチア，スロヴニニアを除く旧ハンガリー王
国領．沢村康：『中欧諸国の土地制度及び土地政策』
昭和５年，６３８ページ．
SimonP6ter:Aszizadfordul6f61dmunkAs6s 
szeg6nyparasztmozgalmail891-1907，Ｂｕｄa‐ 
ｐest,1953,15old、により補正．
第９表ルーマニアの土地所有規模（1905 年統叶）
ロの六､し、錘
。、
ニノ
ＬＡｄａｍ，Ｎ･Marcu：Studiidespredezvoltarea 
capitalismuluiinagriculturaRomtniei，vol･ 
LBucuresti，1956,1〕、１７９．
全体 100１００ 
土地 ない経悩
２ヘクタール以下
２～５ｈａ 
５～１０ｈａ 
10～５０ｈａ 
５０ｈａ以上
農業経営比率｜土地面祇比率
23.8 
23.0 
35.8 
13.9 
２．９ 
０．６ 
4.3 
21.4 
14.4 
8.9 
51.0 
五％を占める一一○○万以上の貧農経営は平均二ヘクタールの土地所有規模にとどまり、他方で地主経営三万は平均五
○○ヘクタールの土地所有者であった。
寄生地主的土地所有のもとのでの半封建的小作関係が支配的であったルーマニアでは、無土地農民三○万戸を含め
た一○○万以上の貧農経営に七、八○○の地主（平均所有規模五○○ヘクタール以上）が対立し、地主経営はその所
第１０表ポーランドの土地所有規模（1921年統計）
艇業経営比率｜土地而荊比率
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０
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５
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２～５ｈａ 
５～ｌ０ｈａ 
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ｃ
●
●
 
４
０
２
１
０
０
 
３
３
９
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１
44.8 
100 体全 100 
ＡＨＣCCP．I'IcTopHHpoJIblmII,Ｔ，Ⅲ､MocKBa,1958, 
ｃＴｐｌ６１． 
およびThePolishCountrysideinFigures，Ｗａｒ
ｓａｗ，1954,ｐ、３．
ハ
ン
ガ
リ
ー
と
ポ
ー
ラ
ン
ド
に
お
い
て
は
ユ
ン
カ
ー
的
大
経
営
が
支配的であり、ルーマニアにおいては寄生地主的土地所有
が支配的であったが、この三国における土地所有の両極分
解は明らかである。ハンガリーにおいては、経営数の七三
％を占める約二○○万の貧農経営は土地面菰の一五％以下
しか所有せず、一戸平均二ヘクタール以下の土地所有規模
で
あ
っ
た
。
し
か
も
経
営
数
の
過
半
を
占
め
る
約
一
五
○
万
の
零
細
経営の場合には、二戸平均では一ヘクタール以下の所有規
模
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。
他
方
で
一
％
の
地
主
経
営
（
一
一
万
四
○
○○）は土地の四八％を所有し、平均所有規模は四○○ヘ
クタール以上であった。しかも、わずか四、○○○の巨大
地
主
は
平
均
『
七
○
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
土
地
所
有
者
で
あ
っ
た
。
ポーランドにおいても事態は基本的に同様で、経営数の六
の土地所有規模にとどまり、他方で地主経営三万は平均五
二六四
有地の約六制を小作地として貸出していた。
独立以前のチ〒一二スロヴァキアにおいては、当時ハンガリー支配下にあったスロヴァキア地方では七三帖の貧艇経
営が土地面秋の一五％を所有し、一％の地主（主としてハンガリー人）が土地面秋の五○％を占めるというほぼハン
ガリーなみの両極分解を示していた。チェニ地方も一八九六年統計によれば八三％の貧農経営が土地の一四％を所有
する反面で○・四％の地主が土地の四一％を占めていたが、ここでは富農層もかなりのウエイトを占めていたようで
（鍋）
ある。しかし工業的に発達したチェコ地方の場合でも、平均一ヘクタール前後の貧農経営一○○万に対して、主とし
りてドイツ人からなるひとにぎりの巨大地主が対置されるという状態が．農業の盗本主義的発展を阻害し、股業生産力
こ
の
点
で
特
殊
な
例
外
を
な
す
の
は
ブ
ル
ガ
リ
ア
で
あ
る
。
ブ
ル
ガ
リ
ア
に
お
い
て
は
、
一
八
七
八
年
の
ト
ル
ニ
帝
国
か
ら
の
解
放
に
ともなう一八八五年の土地改革において地主的土地所有が廃止され、小農民経営が支配的となった。一八九七年の統
計によれば、土地所有規模五ヘクタール以下の貧農経営が経営数の五七％、土地面讃の一一二％を占め、五’一○ヘク
タ
ー
ル
の
中
農
が
経
営
数
の
二
五
％
、
土
地
面
祇
の
二
七
％
、
一
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
の
富
農
（
大
部
分
は
三
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
未
満
）
が
（卸）
経営数の一八％、土地面秋の五一％を占めていた。土地所有規模三○ヘクタール以上の農業経営は総数の一％強で、
その平均土地所有規模は五○ヘクタールをこえなかった。したがってここでは、農村における基本的対立は艇民の基
本的大衆と巨大地主との土地所有関係をめぐる対立ではなく、農民内部での半プロレタリア的避民とブルジョア的農
民との階級対立であった。
の相対的低位を規定した。
．しかし、この地主的土地所有の一掃は、ブルガリア経済の盗本主義的特展を他の東欧諸国以上に促進したわけでは
來
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二
六
五
なかった。そのことは、前掲の第三ｌ第五表によっても明らかであろう。それはなぜであったか。「この問題にたい
す
る
解
答
と
し
て
は
第
一
腱
、
五
世
紀
に
わ
た
る
ト
ル
コ
の
支
配
と
そ
の
も
と
で
の
工
業
の
未
発
達
第
二
に
ｌ
こ
れ
が
主
要
な
も
のなのであるがｌブルガリアの解放が世界資本主義の帝国主義段階への突入の時期と一致したことの一一原因があげ
ら
れ
て
い
る
。
経
済
的
に
お
く
れ
た
小
国
ブ
ル
ガ
リ
ア
は
、
そ
の
解
放
後
た
だ
ち
に
、
バ
ル
カ
ン
半
島
に
自
己
の
支
配
を
う
ち
た
て
よ
う
として互いに競争する帝国主義列強の闘争舞台と化してゆく。国内産業の発達を促進しようとするブルガリア・ブル
ジョアジーのあらゆる試みも、外国盗本の侵入のまえにはまったく無力であり、かくしてブルガリアは、帝国主義列
（鰯）
強
の
農
業
的
附
属
物
と
し
て
世
界
資
本
主
義
体
制
に
組
み
い
れ
ら
れ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
」
ブルガリア以外の東欧諸国においては、帝国主義の政治的経済的支配と前近代的農業榊造とが両面において資本主
義的発展を阻害し、この両者の政治的代表が基本的に政権を蟻握しており、ブルジョア的政治勢力の活動の余地は大
きくなかった。二○世紀初頭において、一九○○’○三年の経済恐慌による打撃と一九○五’○七年のロシア第一革
命の衝撃によって東欧諸地域では下からの革命的大衆運動あるいは上層での政治危機が体制をゆるがしたが、これら
はいずれも体制の根本的枇判たりえず、体制内の再編成としての一定のブルジョア的進化をもたらしたにとどまっ
た。前者、すなわち革命的大衆運動は、小作料引下げ要求に端を発して数万の農民が首都を包囲するにいたった一九
○七年春のルーマニアの農民蜂起にその集中的表現を見出し、後者すなわち上層の政治危機は、ブルジョアジーが関
税自主権を要求して巨大地主層と対立した一九○五’○六年のハンガリーに特徴的にみられる。ルーゴーアの農民蜂
起はその鎮圧後に一連の農業改革をもたらし、ハンガリーの政治危機は、よりブルジョア的な政治勢力への権力の移
（錨）
動をもたらしたが、関税自主権は放棄された。
一一一ハーハ
か
く
し
て
、
東
欧
資
本
主
義
の
自
主
的
発
展
の
課
題
、
そ
の
後
進
性
脱
却
の
課
題
は
、
帝
国
主
義
的
支
配
お
よ
び
巨
大
土
地
所
有
者
と
の
対
決
を
と
も
な
わ
ざ
る
を
え
ず
、
そ
れ
を
な
し
う
る
た
め
に
は
東
欧
諸
国
の
ブ
ル
ジ
ョ
ア
ジ
ー
は
あ
ま
り
に
も
微
力
で
あ
っ
た
。
す
で
に
二
○
世
紀
初
頭
に
お
い
て
萠
芽
的
に
示
さ
れ
た
こ
の
事
実
は
、
第
一
次
大
戦
後
の
過
程
に
お
い
て
ふ
た
た
び
確
認
さ
れ
、
第
二
次
大
戦
後において、社会主義の建設をめざす闘争の中において東欧資本主義の課題が最終的に解決されるにいたるのであ
る。したがって、東欧資本主義の後進性がかえって社会主義への展望を早期に必要とさせたのであるが、このことは
また、第二次大戦後の東欧社会主義が負わされた負の遺産の大きさをも示唆するものである。
次節においては、第一次大戦後における前記の課題の革命的解決の試みとそれに対する体制側の対応について、主
として土地改革およびその結果を検討する。
２
第
一
次
大
戦
後
の
東
欧
に
お
け
る
革
命
と
反
革
命
東欧資本主義の自立的発展を阻害した外圧としての帝国主義的支配は、第一次大戦におけるドイツ帝国主義の敗北
と一九一七年のロシア革命とによって大きく動揺した。ドイツ帝国主義の後退は英仏帝国主義の進出によって代位さ
れたが、直接的な政治的支配は東欧全域において消滅した。ロシア革命は、単にロシア帝国主義を消滅させたのみで
は
な
く
、
東
欧
を
め
ぐ
る
国
際
環
境
に
新
た
な
革
命
的
要
素
を
も
ち
こ
み
、
輔
命
的
マ
ル
ク
ス
主
義
が
い
わ
ば
新
た
な
外
圧
と
し
て
東
欧
に疹透することになった。のみならず、現実に強大な社会主義国家が国際的な日一自月・〔ロ○三の『の一角として出現
したことは、帝国主義諸国にも大きな圧力となり、新型帝国主義の一タイプとしてのウィルソン的民主主義がヴェル
サ
イ
ユ
体
制
の
外
被
と
し
て
登
場
せ
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
一一六七
労働者階級をとらえた革命的マルクス主義は、ロシア革命の直接的形騨によるとはいえ、理論的にはドイツ社会民
主党以来の民族問題および農業問題の軽視をそのまま継承したものであった。これに対して「人民主義」とよばれる
農民思想は、勤労農民による小土地所有を基礎とした農民的社会主義をかかげ、プロレタリアートを含めた都市人口
と農民との対立を基本的矛盾とみなしていた。ブルジョア民主主義のイデオロギーは、微弱な東欧ブルジョアジーと
要因であった。
東欧内部の階級関係においては、大別して、少数の鉱工業労働者、多数の農民屑、都市の商工業ブルジョアジー、
および大土地所有者Ⅱ金融資本Ⅱ帝国主義の癒着（人的にも）による支配的諸階級の四つに分けられるが、イデオロ
ギー的にも、これらの四者に対応して革命的マルクス主議、避民思想としての「人民主義」、ブルジョア民主主雄、
お
よ
び
先
駆
的
フ
ァ
シ
ズ
ム
の
四
つ
に
大
別
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
潴
階
級
、
諸
政
治
勢
力
お
よ
び
そ
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
が
、
外
圧
の
変
化
を利用しつつどのような連合関係を形成したかということが、東欧における革命と反革命の力関係を決定する大きな
したがって、第一次大戦後の東欧においては、一方ではロシア革命が思想的影瀞のみならず現実に帝国主幾に対す
る
対
抗
力
と
し
て
あ
ら
わ
れ
、
他
方
で
は
ウ
ィ
ル
ソ
ン
的
民
主
主
義
が
一
時
的
に
せ
よ
東
欧
の
ブ
ル
ジ
ョ
ア
民
主
主
義
勢
力
を
強
化
す
る
役割を果したために、旧支配勢力を打倒するための有利な情勢がつくりだされた。しかし、ロシア革命は当時なお革
命運動を国際的に援助するにはあまりにも微力であり、他方でウィルソン的外被をぬぎ捨てたヴェルサイ『一体制によ
る国際的反革命の結集によって、東欧ではブルジョア民主主義的な改革ですらもあるいは圧殺され、あるいはきわめ
て不十分に実施されたにとどまり、一九二○年代中ごろまでに先駆的ファシズムが東欧のかなりの地域を支配するに
い
た
る
の
で
あ
る
。
二
六
八
命）
これらについての詳論？および第一次大戦直後の具体的な歴史過程の分析は近く発表の筆者の別論文にゆずるが、
図式的に表現すれば、第一次大戦後の政治過程は、革命的マルクス主義と他の政治勢力との有効な連合が形成され
ず、革命的マルクス主義が孤立して国際的反革命にうちたおされた過程であり、この教訓が三○年代の人民戦線戦術
をもたらし、第二次大戦後における、マルクス主義・ブルジョア民主主義・農民思想の協力としての人民民主主義革
命
を
成
功
さ
せ
た
も
の
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。
一九一九年三月’八月のハンガリー・ソヴェト共和国は、国際的な反革命の包囲の中で孤立したことによって敗北
し
た
．
ハ
ン
ガ
リ
！
ソ
ヴ
ニ
ト
政
権
の
農
業
篝
の
あ
や
ま
り
ｌ
土
地
を
農
民
に
分
配
せ
ず
犬
鑿
篝
の
農
業
コ
ン
ミ
ニ
ー
ン
（鍋）
へ
の
急
速
な
輻
化
を
予
定
し
た
こ
と
ｌ
も
敗
北
の
一
因
と
さ
れ
て
い
る
が
し
か
し
こ
こ
で
は
当
時
の
ソ
ヴ
ヱ
ト
蕊
の
経
済
政
策
の責任者であったヴァルガが説明しているように、軍事的な必要から農業生産の水準を維持することが至上命令とさ
（鍋）
れていたという事情があり、農業政策のあやまりはいわば潜在的な敗因にとどまっている。これに反して、ブルガリ
ア農民同盟政府と野党第一党のブルガリア共産党との対立、その結果としての右翼クーデターによる両者の各個撃破
は、農業綱領をめぐる対立が革命を流産させ、先駆的フγシズムの支配をまねいた典型的な実例であった。
前述のようなブルガリアにおける土地所有の特殊な性格によって、ここでは農業綱領の争点は地主所有地の分割に
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
一一六九
的」である。
ウィルソン的民主主義が結合したものであった、先駆的ファシズムは、主として大土地所有者からなる旧来の支配勢
力が国際的反革命と結合して革命運動ないし急進的改革を暴力的に圧殺したものであり、のちに本格的ファシズムた
るナチズムの前にあるいは税極的に協力しあるいは消極的に抵抗しながら吸収されるにいたる。その意味で「先駆
革命的マルクス主義が農民の土地要求を評価できなかったのに対して、旧支配勢力は土地改革の公約を反革命結集
のために最大限に利用した。ポーランドでは、一九二○年夏のロシア赤顛のワルシャワ接近のさいに土地改革が公約
されたが、赤軍後退とともに公約の実施はサボタージュされ、土地改革の具体的耕手は一九二五年末までひきのばさ
れた。チェコスロバキアでは建国後まもなく土地改革が蒜手されたが、その政治的意図は、初代大統領トーマス．
Ｇ
・
マ
サ
リ
ヅ
ク
に
よ
れ
ば
つ
ぎ
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
。
「戦後わが国には飢餓と貧困が存在し、民衆は当然のことながら大土地所有を敵視した。われわれは土地収用法に
よって社会的爆発を予防した。これによって民衆には土地を受けとる希望がつくりだされたのである。土地改革はそ
（仇）
の当初においてまさにこのような沈静作用を有していた。」この沈静作用は、スロヴァキァ領有をめぐるハンガリー
との民族主義的対立とともに、ハンガリー革命のチェコスロヴァキアへの波及を阻止する効果をもったのである。
し、短期間で粉砕』（組）
げられたのである。
二
七
○
ついてではなく、「勤労農民的土地所有」の確立か土地の国有化かであった。一九二○年に単独で政権を握ったブル
ガリア農民同盟が「勤労土地所有権法」によって土地所有規模を攝響向三○ヘクタールに制限し急進的な農業璽牟を意
図したのに対して、ブルガリア共産党は「勤労農民的土地所有」の構想は反動的であるとして土地国有化の要求を対
置した。一九二三年六月の右翼クーデターによって農民同盟政府が倒されたさいには、ブルガリア共産党は「都市の
ブルジョアジーにも農村のブルジョアジーにも反対」として中立の態度をとった。これに対する党内の批判とコミン
テルンの勧告とによって三カ月後の一九二三年九月にはブルガリア共産党は農民同盟左派とともに武装蜂起を決行
し、短期間で粉砕されはしたものの、この時はじめて統一綱領に「”勤労農民に土地を“の原則の完全実施」がかか
ルーマニアでは、一九○七年の農民蜂起鎮圧後、一連の農業改革によって富農層育成がはかられたが、第一次大戦
中にもルーマーーア国王は戦線の兵士たちに土地分配を公約し、戦後ただちに土地改革勅令を発した。ここでも、ロシ
ア革命およびハンガリー革命の波及を阻止し、大ルーニーァの領土的統一を達成する手段として土地改革が選択され
たのである。ハンガリー革命が直接的にはルーマニアの軍隊によって打倒されたのは、まさにこの結果であった。
土地改革そのものは圧倒的多数の農民の要求であり、また、資本主義的工業化の基礎条件の創出としてのブルジョ
ア的要求でもあった。しかし、第一次大戦後の東欧における土地改革の実施は、帝国主義の一時的後退、革命運動の
鎮圧という条件のもとで、大土地所有者自体のイーーシアチブによって行なわれた一定のブルジョア的進化という性格
を持ち、その意味ではまさに地主・ブルジョア的反革命の一環であった。したがって、第一次大戦後に東欧諸国で実
施された土地改革に関しては、その偽臓的性格、およびブルジョア的進化の両面性をみることが必要である。（鰹）
この土地改革については、それを第二次大戦後の土地改革との関連において考察した宇高基輔氏の二論文がくわし
い
が
、
こ
こ
で
は
各
国
別
の
特
徴
を
指
摘
す
る
に
と
ど
め
る
。
ブルガリアとハンガリーにおける土地改革は、革命または急進的改革の挫折によって特殊な形態をとった。ブルガ
リアでは、スタンポリスキーの避民同盟政府による「勤労土地所有権法」（一九二一年四月二五日採択）が土地所有
の最高限度と直接耕作の場合三○ヘクタール、それ以外の場合四ヘクタールに制限し、零細農民、艇業労働者への分
配を予定した勤労土地所有権フォンドに八万一、六五一一ヘクタールの土地を集めたが、一九一一三年六月のクーデター
以後、このうち約五万ヘクタールの収用地は旧地主に返環され、残余の三万ヘクタール以上の国有地も農民に分配さ
（妃）
れず小作地として貸出された。ハンガリーでは、戦後革命の過程でブルジョア共和国の土地分配法（一九一九年二月
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
一一七一
一七日）、ソヴェト共和国の土地社会化法（同年四月一一一日）、ホルティ反革命政権の土地改革法（一九二○年一二月七
日
）
が
次
々
に
施
行
さ
れ
た
。
土
地
分
配
法
は
土
地
所
有
規
模
を
二
○
○
ホ
ル
ド
（
二
五
ヘ
ク
タ
ー
ル
）
に
制
限
し
、
そ
れ
を
こ
え
る
分
を
収
用
し
て
三
’
六
ヘ
ク
タ
ー
ル
ず
つ
農
民
に
分
配
す
る
こ
と
を
予
定
し
、
土
地
社
会
化
法
は
一
○
○
ホ
ル
ド
（
約
五
八
ヘ
ク
タ
ー
ル
）
以
上
の
所
有
地
を
無
償
没
収
し
て
国
営
大
農
場
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
短
令
に
終
り
、
一
、
○
○
○
ホ
ル
ド（五七五ヘクタール）以上の大土地所有の一五’二○％を財産税として納付させることを規定した土地改革法のみ
が
残
っ
た
。
し
た
が
っ
て
こ
こ
で
は
、
反
革
命
の
勝
利
の
結
果
、
土
地
改
革
は
実
際
上
存
在
せ
ず
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
に
お
け
る
土
地
分
配
の
（坐）
極端な不平等はそのまま存続したのである。
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
の
三
国
に
お
い
て
は
、
一
九
二
○
年
代
に
一
応
の
土
地
改
革
が
実
施
さ
れ
た
。
ポーランドでは、一九二四’一一五年の農民運動の激化によって土地改革公約の実現をせまられ、土地改革法（一九二
五
年
一
二
月
二
八
日
）
が
制
定
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
農
村
地
域
の
土
地
所
有
規
模
を
一
八
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
、
都
市
地
域
で
は
六
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
に
制
限
し
、
そ
れ
を
こ
え
る
分
を
国
家
が
毎
年
二
○
万
ヘ
ク
タ
ー
ル
に
達
す
る
ま
で
買
上
げ
、
農
民
に
分
配
す
る
こ
と
を
予
定
し
て
いた。これによって、第二次大戦までに約二六○万ヘクタールの土地が農民に分配されたが、このうち国家による分
配は約九○万ヘクタールにすぎず、全体の一一一分の二は土地改革法を利用して大土地所有者が劣等地を高価で農民に直
屈）
接売却したものであった。土地改董・はむしろ、地主にとっては劣等地処分の好機会だったのである。
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
で
は
、
大
所
有
地
収
用
法
（
一
九
一
九
年
四
月
一
六
日
）
お
よ
び
収
用
地
分
配
法
（
一
九
二
○
年
一
月
三
○
日
）
に
よ
っ
て
、
農
地
は
一
五
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
を
こ
え
る
分
、
そ
れ
以
外
の
土
地
は
二
五
○
ヘ
ク
タ
ー
ル
を
こ
え
る
分
を
国
家
が
買
上
げ、合計四○七万ヘクタールが農民に分配される予定であった。しかし、土地改革が事実上うちきられた一九三○年
七
二
第二表でポーランドの場合のみ土地所箪実施以前の数字（前掲第一○表に同じ）であるのは、経営規模別に経営
数と土地面預とを明らかにした統計は二大戦間のポーランドでは一九二一年センサスのみであるからである。一九三
一年センサスでは経営数のみが示されているが、これによれば、五ヘクタール以下の貧農経営数は一九一一一年の一一一
○万九○○○戸から一九一一一一年には二四七万○○○戸に増加している。また、人口増加と家族間分割のため土地所有
規模はますます零細化し、一九一一五年から一九三五年までに五’一○ヘクタールの中農経営は一九％減少したといわ
（蛸）
れている。したがってポーランドでも、土地改革以後も土地所有の両極分解が進行したことは明らかである。
かくして、ブルガリアを唯一の例外として東欧諸国では土地改革によっても農業諸関係の根本的変革という課題は
解決されなかったのである。このことは、工業的にもっとも発達したチェコスロヴァキアにおいてもつねにその工業
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
一一七三
が次表である。
までに実際に収用された土地は一七○万ヘクタールにとどまり、しかも農民に分配されたのはうち六四万ヘクタール
のみで、一戸平均一ヘクタール以下であっ題・
ルーマニアでは、土地改革勅令（一九一八年一一一月一五日）にもとずく農業法（一九一一一年七月一七日）によっ
て、不在地主の土地は全部、耕作地主の土地は一○○’五○○ヘクタールをこえる分が収用されて農民に分配される
ことになった。一九一一一○年までに全部で六○○万ヘクタールの土地が収用され、うち一一一六三万ヘクタールが約一一○○
（灯）
万の農民経営に分配された。したがってルーマニアでは他の東欧諸国に比してもっとも徹底した土地改革が行なわれ
たが、それでもなお土地分配の極端な不均衡が若干緩和されたにすぎなかった。
こうした一連の土地璽単の結果としての、一九三○年代初頭における東欧諸国の土地所有規模を統一的に示したの
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３－－大戦間における経済発展と課題
東欧諸国における第一次大戦後の土地改革が地主・ブルジョア的反革命とし
て着手されたものであり、したがってまたブルジョア民主主義的土地改革とし
ては不徹底に終ったことは、前節で明らかであろう。しかし、それはまた、限
られた意味にせよ一定のブルジョア的進化としての性格を持つものであった。
土地改革は、農民の不満が体制的危機をもたらす危険を緩和したとともに、第
一次大戦での敗北によるドイツ帝国主義の後退、東欧各国における政治的独立
の達成とあいまって、東欧資本主義に対して、一定の自立的工業発展の道を開
くものであった。ドイツ帝国主義の復活強化と一九一一九年恐慌とによって短命
に終ったとはいえ、世界資本主義の相対的安定期といわれる一九一一○年代後半
には、東欧諸国、とくにその北半部のより工業化された諸国においては、かな
りの工業的発展がみられたのである。本節では、この工業的発展の性格、一一九
年恐慌の影響、およびそれらが第二次大戦後の東欧に対していかなる経済的課
二
七
五
で、ここでもチェコスロヴァキアが東欧ではもっと生産性が高いが、なおかつ
西
欧
主
要
国
よ
り
も
低
水
準
に
あ
る
と
い
う
、
工
業
の
場
合
と
同
様
の
姿
が
み
ら
れ
る
の
で
ある。
題をのこしたかについて、略述する。
工
業
的
に
も
っ
と
も
発
達
し
た
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
に
お
い
て
は
、
二
○
年
代
後
半
に
は
、
工
業
製
品
輸
出
に
主
導
さ
れ
た
急
速
な
経済発展が生じた。チェコスロヴァキアの工業生産が第一次大戦前の水準を突破したのはようやく一九二七年であっ
たが、一九二五年にはすでに戦前比九六％の水準まで回復していた。この回復の主因は、対独輸出を中心とした工業
製
品
輸
出
の
好
調
と
、
土
地
改
革
に
よ
る
鍵
業
生
産
回
復
へ
の
刺
激
で
あ
っ
た
。
し
か
し
一
九
二
六
年
に
は
、
ド
ー
ズ
案
に
よ
る
ド
イ
ツ
重工業の復活過程が外国市場においてチェコ製品を後退させ、チェコ経済に部分的恐慌をもたらした。特徴的なこと
は
、
一
九
二
六
年
に
お
け
る
工
業
製
品
輸
出
が
対
前
年
比
わ
ず
か
五
％
の
減
少
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
同
年
に
お
け
る
工
業
生
産
の
低
下
が
対
前
年
比
三
○
％
と
大
幅
で
あ
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
だが、一九二七－一一九年には、本格的な高揚が到来した。一九一一九年には、工業生産は戦前水準を二○％上回り、
とくに重工業においては戦前水準を四三％上回った。しかし他方で、軽工業はなお戦前水準に到達せず、一一大戦間を
通
じ
て
戦
前
を
下
回
る
状
態
が
続
い
た
。
こ
の
時
期
に
は
、
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
の
主
要
農
産
物
の
収
穫
高
も
戦
前
水
準
を
突
破
し
た。かくして、一九二九年におけるチェコスロヴァキア工業の到達点は、粗鋼生産において世界第七位、石炭採堀に
（⑲） 
おいて世界第一○位（褐炭では世界第二位）、繊維産業においてヨーロッパ第四位であったといわれる。
世界的に著名な巨大コンビナートが出現した。シュコダの諸工場は兵器の全種、航空機、自動車、トラクターなど
の生産を独占し、一九一一九年の労働者、職員数は四万人に達していた。パーチャは一九三○年に製靴産業の労働者の
半分（一一万人）、靴の生産高の八○％（二、二五○万足）を占め、当時の世界最大の靴メーカーであった。銀行資本
〈印）
の集中も進行し、一九二八年には、ジヴノステンカ銀行を先頭とした八大銀行が銀行資本の七○％を占めていた。
二
七
六
チェコスロヴァキアは、大恐慌直前に世界有数の工業国となった。しかし、前掲第五表にみられるように、一九三
八年においてなおチェコスロヴァキアは、人口一人あたりの工業生産高においてヨーロッパ平均を下回っていたので
ある。このことは、チーヨスロヴァキアエ業における先進的部門と後進的部門との格差の大きさを示唆している。ま
た、さきにみたように、チェコスロヴァキアの急速な工業的発展は、ドイツ重工業の一時的な後退を利用し、大恐慌
直前の世界的ブームに便乗したものであった。したがってチェコスロヴァキアにおいても、その工業的発展の一面性
および脆弱性、その意味での奇形的発展という特徴は検出可能である。
工業的発展の一面性、脆弱性はポーランド、ハンガリーの場合においてはいっそうはっきりとあらわれ、発展テン
ポの緩慢さを規定した。ポーランドの戦後経済復興は、一九一一一年から一一五年までの対独無関税輸出（ヴェルサイユ
条約による）によって促進され、戦前水準の半分以下に低下していた工業生産は一九二一一一年には戦前の三分の一一ま
で回復し、農業生産は同年にほぼ戦前水準を回復した。この間に、ポーランドの輸出総額の半分はドイツ市場にむけ
られ、主要輸出品である石炭の場合には、一九二一一一年の輸出壁一、二五○万トン中の八○○万トンが対独輸出であっ
したがって、対独無関税輸出の期限切れ（一九二五年六月）はポーランド経済に大きな打撃となった。この後、一
九三○年までドイツとポーランドの間で”関税戦争“（相互に関税引上げ・輸入制限）が展開されるが、これは明ら
かにポーランドに不利であった。ポーランドの対独輸出は激減し、ポーランドは農産物輸出の強行的拡大によってそ
の輸出総額の維持につとめようとした。この結果はポーランド農業の諸矛盾を激化させ、公約にとどまっていた土地
改革を一九二五年に着手させる一因となったのである。また、対独無関税輸出の失効によるポーランドの経済危機は
東
欧
社
会
主
溌
の
歴
史
的
規
定
条
件
二
七
七
（皿）
た。
支配的諸階級内部の対立を激化させ、小ブルジョア的急進主義に支持された右翼軍部の代表者ユーゼフ・ピルスッキ
ーが一九二六年五月にクーデターによって権力をにぎるにいたった。
ピルスッキー体制のもとで、一九二六’二八年にはポーランドの経済情勢はかなり改善された。この改善を促進し
た偶然的要因として、九九二六年のイギリスの炭鉱ストによってイギリスの石炭輸出が減少し、西欧およびイギリス
自体でポーランドの石炭に対する需要が急増したことがある。石炭輸出の急増による石炭産業の回復は他部門にも波
及効果をおよぼし、一九二六年が豊作であったこととともに、二六年以後の短期間の経済発展を刺戟した。しかし、
工業生産がピークに達した一九一一八年にも、なお工業生産指数は戦前の一九一三年水準の九九・五％にすぎず、結局
〈望）
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
は
二
大
戦
間
に
工
業
生
産
は
第
一
次
大
戦
前
の
水
準
を
こ
え
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
ポーランドにおいて特徴的なことは、外国査本の比重の大きさである。一九二六年には、ポーランドの石炭産業の
四三％をドイツ資本が、三八％をフランス資本主義が支配し、ポーランド資本のもとにあるのは石炭産業の一八％に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
鉄
鋼
業
で
は
ド
イ
ツ
資
本
の
二
グ
ル
ー
プ
が
合
計
で
四
七
％
を
支
配
し
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
資
本
と
チ
ェ
コ
資
本
の
連
合、およびフランス資本とベルギー資本の連合がそれぞれ二○％ずつを支配していた。ポーランド資本傘下には一三
％
の
み
が
残
っ
た
。
ピ
ル
ス
ッ
キ
ー
・
ク
ー
デ
タ
ー
以
後
に
は
ア
メ
リ
カ
資
本
が
ド
イ
ツ
資
本
と
密
接
に
協
力
し
て
ポ
ー
ラ
ン
ド
に
進
出
し、主として金属鉱山を支配下においた。かくして、一九二九年にはポーランドの株式資本の三分の一が外国資本の
（斑）
手中にあったとされる。したがって、一九二○年代後半のポーランド経済については、右翼独裁・外資依存下での緩
慢
な
経
済
発
展
と
特
徴
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
も
そ
の
経
済
発
展
は
、
主
と
し
て
外
的
要
因
に
も
と
づ
く
石
炭
輸
出
の
変
動
に
よ
って大きく左右されたのである。
二
七
八
ハ
ン
ガ
リ
ー
に
お
い
て
は
、
二
○
年
代
後
半
に
か
な
り
急
速
な
工
業
的
発
展
が
み
ら
れ
た
。
第
一
次
大
戦
の
敗
戦
国
ハ
ン
ガ
リ
ー
で
は、一九二○年の工業生産は戦前の三○％以下に落ち、一九二四年にもなお戦前水池の六五％にすぎなかったが、一
（割）
九一一七年には戦前（一九一一一一年）に対して一○一一一・七％となり、一九一一九年には一一一一・三％に達した。工業生産の
回復と戦前水準突破を促進したのは、政治的安定、連盟借款による通貨安定、および工業保護関税の設置であった。
ハンガリー革命を打倒したホルティ体制は一九二一年春のペトレン内閣の成立（一九三一年夏まで存続）によって
大資本・大地主のヘゲモーーーによる体制的安定を達成した。一九二四年五月には国際連盟を通じて（主としてイギリ
スから）巨額の借款をうけとり、これによって天文学的な悪性インフレを収拾した。一九二五年一月一日には、はじ
めて自主関税を設置し、軽工業品輸入に対しては五○％の関税を賦課した。これらの措置によってハンガリーの軽工
業、とくに繊維産業は急速に発達し、繊維産業の生産高は一九一一五年に戦前の二倍、一九一一九年には三倍となった。
反面で重工業部門は全体として戦前の水準に到達せず、とくに、鉄鋼業の回復にもかかわらず、機械製造業では一九
一一九年にも戦前水雄の八一一・五％にとどまっていた。また、軽工業部門でも、戦前の主導的産業であった食品工業は
（弱）
操業度が低下し一九二九年の生産高は戦前の七七％にとどまっていた。
しかしながら、このようなアンバランスな発展は、一面ではかえって部門間バランスの回復の意味を持つものであ
った。トリァノン条約（一九二○年六月）によってハンガリーは旧領土の六八％、人口の五八％を喪失したが、それ
らは主として農業地域および原燃料産出地域であった。この結果、旧領土の一一三％に縮小したハンガリーに工業生産
（弱）
能力の五五・五％が残ったが、なかでも機械製造業は九○％が残存した。かくしてトリアノン・ハンガリーは以前よ
りも工業的性格を強め、とくに重工業の比率が高まったが、反面で軽工業部門は戦前よりも弱体化し、また工業全体
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二
七
九
しかし、敗戦国としての苛酷な条件、および土地改革の不徹底による農業生産の停滞はハンガリーが全般的な高揚
の中で部門間バランスの回復を達成することを許さず、重工業部門の全体としての停滞という状況のもとで低水準で
のバランスのある程度の回復がみられたにすぎなかった。二○年代後半のハンガリーの経済発展は、ポーランドより
も
急
速
で
あ
っ
た
と
は
い
え
、
資
本
主
義
世
界
の
全
般
的
ブ
ー
ム
の
時
期
と
し
て
は
や
は
り
相
対
的
に
緩
慢
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。
なお、この時期のルーマニアについて一言すれば、ここでは石油産業を中心として二○年代後半に工業生産の回復
が進んだ。回復を促進した諸要因としてあげられるのは、新領土穫得による国内市場の拡大、前述のようにルーマニ
アでは土地改革が一応の成果をみたこと、および、ドイツの敗戦によってルーマニアにおけるドイツ石油資産の五一
（訂）
％がルーマニアの所有となったことである。
ルーマニアにおける石油産出高は、一九二一一一年の一五一万トンから、一九一一九年にはその三倍に近い四一一八万トン
となり、大恐慌当時にも石油生産は低下せず、一九三一一一年には七三○万トンに達している。この石油産業をめぐっ
て、二○年代後半には支配階級内部で対立が激化した。一九一一一一年から一一八年まで政権を握っていた国民自由党は、
ルーマニアの「自力発展」を目標として石油資源の国有化と自力開発を意図したが、一九二六年に結成された全国農
民党は外資依存を主張してこれに反対し、王室・軍部およびイギリス・フランスの支持のもとに一九二八年末の総選
として原料、燃料の供給不足に直面することになった。旧ハンガリー全土からの穀物集穣を前提として成立していた
ハンガリー食品工業は、当然にも能力過剰の状態におちいった。したがってハンガリーは、新領土の範囲で再生産構
造を再構築する必要にせまられていたのであり、機械・食品の停滞、軽工業の発展はその意味ではむしろ当然の結果
で
あ
っ
た
。
二
八
○
（露）
拳に圧勝して国民自由党から政椛を奪取した。かくして、外資支配下の石油産業に依存した経済発展というパターン
には変化が生じなかったのである。
一九二九、’一一一一一一年の世界恐慌は東欧諸国をもその渦中にまきこんだ。東欧各国における世界恐慌の影響のあらわれ
方は、前述のような各国の二○年代後半における経済発展のパターンに規制されて一様ではない。チェコスロヴァキ
アとハンガリーの一一国が、恐慌時における工業生産の大幅低下、一九三七－一一一八年における新たなピークの形成とい
う標準的な型を示したのに対して、ポーランドでは工業生産が長期停滞を脱せず、他方でルーマニアは前記のように
恐慌時も石油生産は増加を続けていた。
しかし、これら各国についてほぼ共通して指摘できることは、第一に、恐慌からの脱出の過程で外国客二牛への依存
が
ま
す
ま
す
強
化
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
ま
た
外
資
相
互
間
の
対
立
が
各
国
の
内
外
政
策
に
ま
す
ま
す
大
き
な
影
響
を
あ
た
え
る
よ
う
に
な
ったことである。第二に、恐慌の過程を通じて経済に対する国家の介入が強化され、集積・集中が国家の政策として
促進され、国家独占存二午主義的な経済政策が東欧諸国においてもとられるにいたったことが指摘される（しかしこの
こ
と
は
、
国
家
独
占
迩
呈
午
主
義
的
な
経
済
体
制
な
い
し
は
生
産
関
係
が
東
欧
諸
国
に
確
立
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な
い。圃蒙独占癖筆午主義的な経済政策の登場は、必らずしも圃蒙独占箪本主義的生産関係の存在を前提としない）。
第
三
に
、
恐
慌
か
ら
の
脱
出
に
さ
い
し
て
は
各
国
に
お
い
て
軍
事
費
の
急
増
が
大
き
な
役
割
を
演
じ
、
そ
れ
は
経
済
軍
事
化
の
進
行
と
ともに、軍事的ファシスト的支配体制を強化させ、東欧諸国における先駆的ファシズムが本格的ファシズムに吸収さ
れる過程を促進した。第四に、部分的にはすでに二○年代初頭から進行していた農業恐慌が全般的経済恐慌の過程で
激化し、この結果、第一次大戦後の土地改革の部分的成果すらも消滅して、農業生産の破壊、およびその反映として
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二八一
の農民の政治的急進化が進行した。
これらの指摘を裏付けるための実証的な研究はきわめて不十分にしかなされていないが、ここでは、各国における
二九年恐慌の簡単な経過と、その一つの結果としての外国賓本の支配状況とをのべることに限定する。
チェコスロヴァキアでは、一九一一一○年年央から多くの工業部門で生産低下が生じた。一九三一年には金融恐慌が拡
大して、大銀行、工業運輸企業の株券は一九一一九年の半値に下落した。産業恐慌のボトムは一九三三年の一一一月で、工
業
生
産
は
一
九
二
九
年
の
五
○
％
に
低
下
し
、
一
八
○
○
以
上
の
工
場
が
閉
鎖
し
て
、
兵
器
産
業
を
除
く
多
く
の
工
業
部
門
で
生
産
能
力
の六○％ないし八○％が遊休した。卸売物価も一九一一九’一一一三年の間に一一八％下落した。ハンガリー、ルーマニア、ポ
ー
ラ
ン
ド
な
ど
の
諸
国
が
保
護
関
税
を
実
施
し
た
た
め
に
、
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
の
工
業
製
品
輸
出
が
打
撃
を
受
け
、
輸
出
額
は
一
九
三三年に一九一一九年の水準から七○％減少した。工業生産が活発な上昇を示したのはようやく一九三六年になってか
らであり、一九三七年には重工業は一九一一一三年のボトムから八六％上昇して恐慌前のピークを二％上回った。一方、
軽
工
業
は
同
じ
時
期
に
四
一
％
上
昇
し
た
が
、
な
お
恐
慌
前
ピ
ー
ク
を
八
％
下
回
っ
て
い
た
。
重
工
業
の
回
復
を
促
進
し
た
の
は
政
府
の
軍事支出で、直接軍事費は一九一一一七年に一九一一九年の三倍半に達し、直接・間接軍事支出の合計額は一九三四’一一一七
年の期間に政府総支出の三分の一一を占めた。しかし、全体として工業生産は二○年代後半のような高揚を示すことが
できなかった。チェコスロヴァキアの輸出額は一九三八年にも一九一一九年の輸出額の四○％にとどまり、また農業生
産
は
農
業
恐
慌
の
継
続
に
よ
っ
て
引
続
き
打
撃
を
受
け
て
い
た
。
こ
れ
ら
の
生
産
阻
害
要
因
を
か
か
え
な
が
ら
、
チ
ェ
コ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
（認）
はふたたび一九三七年恐慌に突入して行ったのである。
ポーランドでは、一九二八年に繊維産業が停滞し、一九二九年には重工業部門にも停滞が波及して鉱工業生産は前
八
年水準の九九・八％と微減を示した。一九三○年はじめから工業生産は顕著な低下を開始し、一九一一一三年一一一月には一
九一一八年平均の四六・五％にまで減少した。この生産低下を促進したのは、ポーランドの石炭輸出がイギリス炭との
競争で敗退したことであった。一九一一九年の石炭輸出五六○万トンが一九三一年には一一三○万トンと半分以下に激減
した。公式統計による失業者数は一九一一八年末の八万人以下から、一九一一二年四月には三七万五○○○人に急増し
た。一一○○万人以上の農業労働者の平均賃金は、一九二八年から一九一一一三年までに半分以下に下落した。原料作物の
需要急減と不断の増税とによって農民の所得も低下し、負債の増加から土地・役畜・農具の投売りが広汎に進行し
た。ピルスッキー政権は、倒産企業買上げ輸出補助金支出など国家資金の投入によって恐慌からの脱出をはかる一
方、鉄鋼、石炭などの独占企業の国有化を進めた。これによって工業生産はしだいに回復したが、なお一九三七年に
も一九二九年水準の八五・三％にしか達しなかった。これは、戦前水準（一九一三年）に対しても一五％の低下であ
る。工業生産の停滞は農業恐慌をも長期化させた。また、ピルスッキー政権の国有化政策は外国賓本を刺戟し、恐慌
の過程で外国資本中の主導的な地位を獲得したドイツ資本との対立と融和がポーランドの政治過程に大きな影縛産及
土地改革が実質的には存在しなかったハンガリーでは、一九一一○年代初頭から農業恐慌が進行して、三○年代初頭
までに小麦価格は三分の一以下に下落し、農民の所得は半減していた。工業では一九二九年年央から過剰生産が表面
化し、一九三一一年までに工業生産は一一四％低下した。この低下幅はチェコスロヴァキア、ポーランドよりもかなり小
さいが、生産手段生産部門においては四八％減と大幅な低下であり、とくに機械製造業では五五％の低下となった。
しかし軽工業部門、とくに繊維産業では、政府の重点的な補助金支出があった上に、恐慌の過程で需要の減少よりも
東
欧
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史
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件
二
八
三
（釦）
ぽすにいたるのである。
輸入繊維品の減少が大幅であったために、生産は一九一一一一－一一一二年に微減したのみで一九一一一三年にはふたたび大幅な
上昇に転じた。このために、ハンガリーの工業生産に対する大恐慌の打撃は他の工業諸国よりもかなり軽微だったの
である。ハンガリー政府は、工業生産回復促進のために、一九三一年夏に外債の外貨による償還を停止するととも
に、一九三一一年以降輸出品に割安レート、輸入品に割高レートを適用するなど輸出促進、輸入抑制のための各種の方
策を採用した。この結果、前記のように繊維産業などは輸入品の代替需要で急速に成長し、一方で貿易黒字の累薇が
経済全体の回復を促進した。かくして、恐慌の打撃を国外に転嫁することによってハンガリーの工業生産は一九三八
年には一九二九年の水準を一四％上回った。これは、戦前の一九一三年水準に対しては二八％の上昇である。ハンガ
リーの貿易構造も、この中で完成品輸入の比重が低下して原料・半製品輸入の比重が高まった。すなわち、一九二九
年に工業品輸入中で完成品輸入が五○・七％、原材料輸入が二○・一一％、半製品輸入が二九・一％であったのに対し
て、一九一一一七年にはそれぞれ二九・七％、三四・九％、三五・四％となり、完成品輸入の地位が大きく下落してい
る。しかしながら、輸出品構成においてはこれほどの大きな変化はなく、一九三七年においてもいぜんとして原材料
（皿）
輸出が六割近い比率を占めていた。
ルーマニアでは、ハンガリ１と同様に農業恐慌が全般的恐慌に先行した。一九一一八年から三○年にかけて小麦価格
は四五％下落し、小麦の収種高は一九一一一一一年には一九二八年の半分以下となった。小麦を入れる麻袋の方が中身より
も高くついたといわれる。一九二九年からは、石油産業を除く工業部門で生産の停滞が開始された。ルーマニア政府
は小麦輸出の奨励、大企業への補助金支出、軍事費の増額などの措置をとり、財源は増税でまかなった。この結果、
軍需産業を先頭にして工業生産は早くも一九三四年に以前のピークを大きく突破した。かくして、ルーマニアではエ
二
八
四
業生産に対する恐慌の打撃は軽微であったが、農業恐慌はその後も深化し、一九三五年の農産物価格は一九二九年の
色）
半分以下に下落し、農業生産の停滞が第二次大戦まで続いた。
恐慌からの脱出の過程における外国資本への依存の強化は、工業的におくれた諸国ほど顕著であったが、工業的に
より発達した諸国においても、外国資本、とくにドイツ盗本が暴力的に侵入した。チェコスロヴァキアにおいては、
工業に対する外国蜜本の直接投資は全体の一九％にすぎなかったが、主として重工業の巨大企業に集中し、とくにチ
ェコスロヴァキアの機械製造業を技術的・経済的に従属させていた。外資の国別比率は、ミュンヘン協定以後の一九
四一年にドイツ資本六一・六％、イギリス資本一九・七％、イタリア、スイスそれぞれ五・一％、アメリカ四％等で
あった。ミュンヘン協定以後には当然ドイツ資本の比重が高まることになるが、一九二○年代後半の好況時において
すでにドイツ資本の影響が強かったといわれるので、ミュンヘン以前においてもドイツ資本が外国資本中で圧倒的な
（“） 
優位を占めていたことはほぼ確実である。
ポーランドにおける株式賓本中の外国資本の比率は、一九二九年の一一一一一一・一一一％から一九三一一一年には四四・二％、さ
らに一九一一一七年には七○％以上に高まった。一九三九年はじめの部門別外資比率は、石炭、石油、亜鉛、ガスなどの
鉱業各部門で八○％ないし八九％、化学産業七○％、電機六六％であった。外国資本の国別比率の変化は次表の通り
この一九一一一三年時点までは、アメリカ蟹本とドイツ資本が密接に協力していたので、外資の指導的な地位は、フラ
ンス盗本ではなくアメリカ資本とドイツ資本の連合の手中にあった。とくに大恐慌の過程でドイツ資本の進出は顕著
であった。しかし一九三九年（第二次大戦直前）には、アメリカ盗本三七％、フランス資本二○％、ドイツ資本一二
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欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
一一八五
である。
（筋）
数一と占めるにいたったことになる。
ルーマニア、ブルガリア、ユーゴスラヴィァのバルカン諸国はもとｊｂと外国轡宋の支配が強く、ルーマニアの主産
物である石油、ブルガリアの主産物であるタバコなどは圧倒的に外国資本に握られていた。外国溶暴午の国別ではイギ
リス、フランス、スイスがかなりの地位を占め、ドイツ轡未の地位はかなり低かった。しかし、これらの諸国では、
第二次大戦初期のドイツによる占領にともなって、ドイツ溶宋が他を暴力的に排除して独占的な地位を占めるにいた
っ
た
の
で
あ
る
。
第１３表ポーランドにおける外資の国別比率
フランス資本
アメリカ資本
ドイツ盗本
ベルギー資本
スイス資本
イギリス資本
オーストリア資本
その他
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KBa，1958,CTP、３０２ ％、イギリス箪本一○％といわれ、ドイツのポーランド攻撃直前にドイツ
（鰹）
響（本の比重がいちじるしく低下したことが注目される。
ハンガリーでは一九三七年に工業投資総額の四○％を外国箪本が占め、
その国別内訳はイギリス二○％、フランス一六％、スイス一五％、アメリ
カ
一
○
％
、
ド
イ
ツ
・
オ
ー
ス
ト
リ
ア
六
％
、
イ
タ
リ
ア
四
％
、
チ
ェ
ニ
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ァ三％であった。しかし、現代ハンガリーの研究によれば、外圃露早本の完
全
な
支
配
下
に
お
か
れ
て
い
た
の
は
一
九
三
八
年
に
工
業
の
二
四
・
六
％
に
と
ど
ま
り
、
し
か
も
ど
の
外
国
資
本
も
決
定
的
な
優
位
を
持
ち
え
て
い
な
か
っ
た
。
第
二
次
大
戦直前にはじめて、オーストリア併合、チェコ占領によるオーストリア、
チェコ資産の吸収でドイツ箪本が優位に立ち、製造業全体の一三％をその
手
中
に
お
さ
め
た
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
時
点
で
ド
イ
ツ
箪
本
は
外
国
資
本
中
の
過
半
二八六
一九三○年代の東欧諸国の経済発展の詳細についてはここではふれないが、チェコスロヴァキア、ついでハンガリ
ーがかなりの工業的発展を示し、ポーランドが停滞しつつも絶対水準ではハンガリーに接近しており、ルーマニア、
ブ
ル
ガ
リ
ア
が
い
ぜ
ん
と
し
て
農
業
国
の
状
態
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
と
い
う
こ
と
は
、
第
二
部
の
冒
頭
に
か
か
げ
た
第
五
表
に
よ
っ
て
も
明らかである。したがってこの限りでは、東欧諸国間に存在する経済発展水準の格差がますます表面化し、東欧諸国
を一括して論じる根拠が弱まってきたとも言えるのである。
し
か
し
、
第
二
次
大
戦
直
前
、
お
よ
び
戦
時
初
期
の
東
欧
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
格
差
の
存
在
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
重
要
な
各
国共通の課題が存在していた。それは、第二部圖頭にも指摘したように、東欧諸国の経済発展を大きく阻害していた
帝国主義的支配を除去し、東欧諸国人民の利益にそった自主的な経済政策によって工業化を進めることが一つであり、
他の一つは、金融資本と一体となった巨大地主の経済的基盤である前近代的農業榊造を解体することであった。東欧
各
国
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
課
題
の
比
重
に
差
は
あ
っ
た
に
せ
よ
、
革
命
の
第
一
段
階
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
課
題
が
早
急
に
解
決
さ
れ
る
こ
とが必要であったし、またそのことを前提とした広汎な統一戦線の形成が可能であった。
これらの課題の解決は、東欧においては、社会主義への展望なしには不可能であった。すでにかなりの程度に発達
し
た
自
国
の
独
占
体
に
手
を
ふ
れ
ず
に
、
外
国
賀
本
の
み
の
駆
遂
に
よ
っ
て
自
主
的
経
済
政
策
を
遂
行
す
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
前
近代的農業構造の解体としての土地改革の徹底は、農業の社会主義的改造への展望なしには、農業経営の零細化をも
たらすのみであった。かくして、第二次大戦後の東欧革命は社会主義革命の内容をふくんだ人民民主主義革命となら
（随）
ざるを』えなかったのであり、そのことはまさにそれ以前の東欧諸国の全発展過程によって準備されたものであった。
東
欧
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史
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以上のような分析は、東欧社会主義の前提を明らかにするにとどまり、これによって東欧社会主義の諸特徴が全面
的に明らかになったわけではない。そのためには、東欧における過渡期の社会主義建設の実態が解明されなければな
らない。この論文は、その準備段階としての性格を持っている。
し
か
し
、
こ
の
段
階
で
の
仮
設
的
な
見
解
と
し
て
、
東
欧
社
会
主
義
の
問
題
点
に
つ
い
て
つ
ぎ
の
よ
う
な
指
摘
を
行
な
う
こ
と
が
で
き
よう。東欧諸国が後進淡本主義から社会主義建設に移行したのは、国際惰勢が有利であったことは無視できないが、
基
本
的
に
は
、
資
本
主
義
の
わ
く
内
で
の
自
立
的
経
済
発
展
が
困
難
で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
り
、
社
会
主
義
建
設
に
早
期
に
着
手
す
る
こ
と
によって、いわば経済的後進性を政治的先進性によって克服する試みであった。しかしこのことは、社会主義建設の
過
程
で
つ
ね
に
先
進
的
政
治
と
後
進
的
経
済
と
の
緊
張
関
係
、
あ
る
い
は
、
社
会
主
義
的
生
産
関
係
の
先
行
と
、
現
実
の
生
産
力
の
お
く
れとの緊張関係が生みだされることになる。この緊張関係を一定のわく内にとどめそれをむしろ生産力発展への刺戟
に転化させることが必要であった。これに失敗すれば、緊張の激化が生産関係に対して否定的な影響をあたえ、社会
主義の後退をもたらす危険性があった。その危険性は、ポズナン事件、ハンガリー醐件等にみられたのである。
東欧諸国では、第二次大戦後において、帝国主義的支配の除去と土地改革の徹底という菰年の課題が解決された。
これによって東欧諸国には、社会主義への道にそって自立的経済発展を進める可能性が生まれた。しかしこのことは
同時に、社会主義という一般性のもとにおいて各国それぞれの特殊性を表面にうかびあがらせる結果をもたらした。
ひとしく「社会主義的工業化」を進めながらも、各国において「工業化」の性格は当然に異ならなければならなかつ
む
す
ぴ
二八八
たのである。したがってまた、社会主義諸国間に存在する、歴史的に形成された経済発展水準の格差に対して社会主
義がどう対処するかという新たな課題も発生した。この段階で東欧諸国間での課題の相違を無視して工業化の同一の
パターンを採用するとすれば、それは工業的により発達した社会主義諸国の発展能力を阻害することになる。したが
って東欧諸国においては、先進的な部分をさらに発展させて社会主義の優位を示しつつ、社会主義諸国間の経済格差
を漸次解消させて行くという複雑な課題に直面しているのである。
第二次大戦後の東欧社会主義諸国においては、高いテンポでの経済発展が特徴的であった。従来、このことは社会
主義の資本主義に対する制度的優位性を示すものとされてきた。しかし、この見解は再検討の必要があるであろう。
一つには、この高い発展テンポが東欧諸国の全体としての経済的後進性にもとずくものである、という点である。社
会主義は本来、盗本主義以上の高い生産力水準を保障するものであり、したがって、もっとも発達した資本主義諸国
の生産力水準に「追いつき追いこす」課題が提起されるが、追いこした段階ではじめて社会主義の優位性が現実に証
明されるのであり、「追いつく」段階での高テンポのみでは（それすらが資本主義のもとでは不可能であったという
意味ではたしかに社会主義の優位性を示すものであるが）不十分である。のみならず、この高テンポはしばしば実際
の
可
能
性
を
無
視
し
て
重
工
業
発
展
が
一
面
的
に
強
行
さ
れ
た
結
果
で
あ
り
、
の
ち
に
し
ば
し
ば
経
済
政
策
の
修
正
を
余
儀
な
く
さ
せ
ら
れている。これらの要因を考慮した上で、果してどこまでが社会主義の制度としての優位性にもとずく経済発展とみ
な
さ
れ
る
べ
き
か
が
明
ら
か
に
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
それにしても、やはり現実の社会主義諸国はいまだに、もっとも発達した資本主義諸国の水準に追いついてはいな
い。森田桐郎氏が書いているように、「たしかに社会主義は、世界人口の三分の一を占める諸国に拡張し……歴史は
東
欧
社
会
主
義
の
歴
史
的
規
定
条
件
二八九
資本主義と社会主義の共存の時期を経験しつつあるが、しかもこの共存は、生産力的にみれば資本主義の優越のもと
（灯）
で
の
共
存
で
あ
る
。
」
ソ
連
を
含
め
て
現
在
の
社
会
主
義
諸
国
は
後
進
国
社
会
主
義
で
あ
り
、
こ
の
段
階
か
ら
、
政
治
的
民
主
主
義
の
発
（侭）
展をも含めた先進国型社会主義への移行に当面している、といわれる。この移行は、単に西側に社会主義の優位を一不
す実例としてだけではなく、社会主義諸国自体の内的な必要としても提起されている。しかし、この先進国型社会主
義への移行は、現在の社会主義諸国のわく内のみで果して可能であろうか。第一部で「世界史的過渡期」の観点を提
示
し
た
が
、
先
進
国
社
会
主
義
の
実
現
は
、
先
進
擬
本
主
義
諸
国
に
お
け
る
社
会
主
我
革
命
の
展
望
と
切
り
は
な
し
て
は
論
じ
ら
れ
な
い
示したが、先進国処
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
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（鋼）』・目・『〕の【①』』ニロー】□（シ『・扇啓二画⑭（←胃一局・のく⑰一○｝）日のロー◎（二〕の旨】昌】臣〔色ｎＥ『ヨ殖冒皀巨⑰百・》『自国巨己に僅昌（巴９１巴に）目
二
九
○
⑩臼Ｓ②】己⑪｛。【］２シ８』①日置①⑫。】の員冒『巨昌』百一】狛胃一白鷺。］Ｐ碇（ａ餌一〕の②｛・］②ｇ》ご石・患Ｉ胃・
（型）呂云』つ１－－『○陶○■Ｅ『畠ｃｏｏ匂麗Ｃ因由ェ雷函【ｃ三三臣ェ罠、『寓垂の白Ｓ罫ロ』己『雪雪国○一壱つ一畠（『の留局屋）弓包国。恩誼一｛ェ○ｍの琴Ｅ四劃曇、『。直畠》
ｚ○・惇》Ｅｇ》３己・厨」・
（躯）冨・ｅ・国ａｏＲｍの胃召貝目ｏＣｐｍ『臭冒勺の、昌口自冒ごこ『ｏ臣・冨○具恩〕ご＄】白目・』．なお、『・二・罠、盲三○円
ロＣ員冨二の具菖。。つげ日ロ国①ェ『己富国】一目目の〆浜口・》二○貝田》どち．ｎｓ・鴎・もこれと同じ見解をとっている。
（邪）庫の忌皀已昌〕二元島］｝【】》←卓目旨の。のぐ⑰一○℃目辰口｛……ご》己己・巴Ｉ豊・
（家）】豆。。》壱・ざ．なお苗８○口》国三》宍＠国己。ｃ‐Ｓは、一八九九年について、石炭主要八社の集中度八一一一・四％、鉄鋼主要
四社の集中度九六・四％という数字をあげている。
（躯）因目色蜜。Ｐ目冨貰、、『で・目・
（羽）国のＨ①ご」、口旦完曾〕富》・・月］】の。⑪ぐ①］○房）日の。｛……ママ】ご・韻・
（鋤）富、菖農Ｓロ》『四二》天、。『己・凹睡－凹盟・
（皿）司閂・可の一一』］の同少皀の』】届の鳥目】【旨の一○⑰一目⑥『一Ｇ館。“回］臼戸巨」瀞騨三騨脆匡騨『ｃ『鯨魯ｍＣＰ田巨二ｍ己の⑫【》乞皀》忠ＣＥ。（雪、菖津三○口や
（鍵）レエＯＣＣ刃因、『●ロ冨団○国国富室》弓・］『三○つ一〈因》屋圏》９つ・笛⑦．
（銅）宇高基輔、前掲論文（注８）、一四ページ。
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寵
初
頭
に
は
最
初
の
独占体〔複数〕があらわれ、資本主義の最後の局面、帝国主義への移行を
証明している。」｝「。⑫［〕】【三目⑰』シ・○胃⑰ｇ一己ロ①｜の目【の目冒．一ぐ一『の一勢二①㈱ぐ。］一員９日目唾（【一四二冒帛○三ざ国．－割
鋲『》『望日一⑬ＲＣ一二一日皀〆閂〆’一①餌ご》、戸亘葺呂局（⑪３戸の①ＤＣ口。ロ】］月》国巨色二『尿二ご］爵』ご己己・屡農Ｉ崖、。（ｍ・宝。Ｑ屋匝』尻。■（宍・
息北口目げの三口目Ｃ昌○目Ｃ富。『Ｃ月皀宍のェ富国でＥ三厘目田口】国二目の〆〆切○愚、冨○貝閨．ご認》３℃．「・）
（粥）し・西・エ目○℃の８円シ『冨冨屋の弓８ａ宮②。田ェ園田愚つ。猶ェ◎均の三○宍冨『冒の、宍○尋邑の滉○目○国員三｛雪三．貝愚》］息」．ｑや
『－ｍ。
円陣冨澤（の》の『ご・暉学）。
九
（妬）し・国・エの洩○口の四○国や曰色筥）宍⑪ロロ。届．
（灯）閂・閉．固く目⑩“Ｂケのしぬ国【］目司の『。】具『：ご再巨日目鼠○四『ロゴ『一色胸の．邑医・ロロ・】９１】］◎．および函。『○つ胃で豈冨當冨
冒因。Ｂ黒冒因島Ｅの『Ｃロマの三の冨（注卯）〉３つ・岳四・
（蛸）弓一】の祠。］忌一】○○巨口宮・園己の旨匂い目研壱三●胃の豊『》巳⑪』．｝〕・ぬ．および宍冒貫『○日・自篁｛美の．、『己．ｓ・
（鍋）国・國・言自ケェ員。田加倉①『Ｓ『｜Ｃ菖里の貝○の冨冒冒胃ニの〆ＣＱ｛目畏冒ロ］⑫鷺Ｉ］②思司ワ富．シェロロロア国、『○つ冨皇貝○目。閨’
冨景弓・白壹冨○貝田》］やｇ》３℃。Ｅ』１局国．
二九二
（妬）一九○七年のルーマニア農民蜂起に関しては、前掲国富。Ｂ目目（注皿）、ロョ冒昌Ｓ口臭量（注鑓）、および依田道子「’
九○七年のルーマニア大農民一摸ｌその六十周年を記念して」、『歴史評論』一九六七年三月号、参照。一九○五－一九○六
年のハンガリーの政治危機については、前掲の因、息至：（注妬）参照。
（蔀）岩波講座『世界歴史』第二五巻（近刊）所収。
（犯）コミンテルン第二回大会におけるレーーーンの演説（レーーーン全集第一一一一巻、邦訳一一四一一一ページ）参照。
（羽）向・ぐ胃、笛ワーのミー『扇、｝】ロ［房で○一三ｍｇの勺【●す一句ョの。①円ご『○一の量『蔚呂、ご□房白目『》一｛曽ゴヮ旨、》］窟】》わ．二一・
（釦）二・』・ロ冒冒罵言。冨皇『の昌）３国○四の盲の月菖ワニ⑦貝。『ｏ８ｓ目ご一シ四ＣＯＯア宝３．富剴切Ｃ弓呂冒》曰・ロ・富ｏｎ宍ロ県
】』３３つ・ｇＩ］＆．なお、筆者の前掲論文（注釘）参照。
（虹）し・函・ェ目○つ田：》『畠萸、の『己．］Ｃ・より再『引用。
（蛆）宇高基輔「東欧諸国における土地改革と農業の社会主義的改造」、山田盛太郎編『変革期における地代範嬬』、岩波書店、
一九五六年、所収。および前掲（注８）『社会科学研究』第七巻（’九五六年）、第二、一一一、四合併号所収論文。
（妃）富・ン・団暑三畠国司畠羨⑪３℃・患－『Ｐ
（“）沢拉醗『中欧諸国の土地制度及び土地政策』、改造社、昭和五年、六四九－六五六ページ。
（妬）雷・■・宍望ェ函Ｓａ曽国３。冨二の貝因のロロのｈｐｏｎ区営宍民宍冨〆冒胃宍○ゴロ○苗ロ日因・国貰・】（－９具。「。】望冒の匂呂『の国】巳９石目．
②①！①『。
グー､〆＝、￣､〆■､〆向、￣罠〆￣、ゲー、
６０５９５８５７５６５５５４５３ 
、－少、￣、－'～ｸﾞ、■ジ、＝グ～グ、－'
＠s 
蕊霧醸
グー、￣、〆へ
５２５１５０ 
、－’、－プ、■〆
（皿）因の『○ロー色ごｅ再酔ごｚ口。Ｐ弓ゴロニのぐｏ－Ｃロョの。【・…．．ご・己己・ｇＩ『Ｐ目１コ。
（“）西国○つ］畠勺巨三匹望景戸エＣｐＣ『Ｃ再【黒。□の崖Ｅの『○国での重の』畠》ｑ壱・ｓ」Ｉ』ｇご巴四ｌ巴、．
（田）逼自○冨罰屋の滉・目目員冨》『・臼》、『ロ・鵠』‐鶴、．およびエフ・ペ・コシェリョフ編『人民民主主義国家の機構と政策』、一一一
一書房、一九五三年、七七ページ。
（“）国ｓｏご富。。冒自閂》『・目。『ロ．⑬ｇＩ笘塑・患②．および『人民民主主義国家の機構と政策』、七七ページ。
（髄）国。『の］］二目（］鼠国三・倉弓一】⑥号月一．ご【口の貝・…．．ご》旨・］ｇＩｇ『．および世界経済研究所編『人民民主主義の成立と発展』、
世界評論社、一九四九年、一九九ページ。
（砧）東欧各国における革命の性格の相違、いわゆる一段革命か二段革命かという論争問題についてはここではふれない。この
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一一九三
いつ←Ｉ』③、。
壷。『○℃達函で臣蜜匡室蛋嵩雪ｏｐＣ『○函津○国の一一Ｅの『Ｃロヤの三の｝罠》。『で・弓』ｌ］臼・
●
●
 
自画罠》宍のや。『ロ・桿、垣Ｉ』》牌。
国、『○冨題二貝Ｃ２ｏ因昌《冒・弓・匡電の召・ＳｍＩＥｍ菖悼ｓＩ暉呂・
』・廻・三四畠、の冒胃属ヨ冒すＥ四国『ｏ鹿屋三号目。『。①宍。ェＣ窪冨Ｃ貝Ｃ『○房冨囚胃四》》寓目ｏ冨幽ロ８ヶＥ亭『・白》日ロ・層、ＩざＰ
『醇三罠⑪Ｃ宮口・酉『⑤’四『⑭。
ｍ臼のロー■ロロ閃啓胃嵐》円］Ｐ⑦二①『⑦』○℃旨①』］一……ご・壱・ｓ。
】す一二・やご己。③山Ｉの酌
『津三澤【⑪。『▽」画『ｌ骨四ｍ・
言・国・冨胃尿２．①涙９ｓ【富の貝。①宮自ｅ宍の富の。○息Ｅ雷国ＥＥＩ」①鵠『『・菖函。『○℃目ロ日Ｅ三．『・臼・日で．］『Ｃ・
鈩・酉・冨臣肩の□冒亜員ロ○房Ｅ、ロロの冨匡の『目匡ｅ画Ｅ胃『白８８己の》宍三国《、臣呂冨》ご寧函自○冨洩ロ自匡昌一『・昌壹ｑ己．
】す啓二・》ロ・』『。
二九四
問題では、雌に各国の経済発展水準のみによっては規定されない主体的条件の相違が大きく作用していると思われる。
（師）森田桐郎「社会主義と国際分業」、『思想』、一九六九年九月号、二八ページ。
徳）佐藤経明「『社会主義共同体』の政治経済学」、『世界』、一九六九年二月号、四八ページ。
